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Ⅰ 法人の特徴 
 

 １ 平成５年４月から教育課程の抜本的改革の一環として、初期教育科目を国立大学の

中で早期に導入した。現在は、共通教育関係科目として、初期導入教育科目、リテラ

シー教育科目、教養教育科目がある。初期導入教育科目は、学問への動機づけと学問

することの社会的責任の自覚を促し、大学における適切な学習態度を形成することを

目的とし、「初期セミナーＡ」及び「初期セミナーＢ」の授業科目があり、少人数の

クラス(25 名程度以内)で、教員と密接な接触を持ち、受け身の学習から主体的な学習

への転換の契機となることを目指す演習科目を開講している。 

 ２ 工学部は機械システム工学科、建設学科建設工学コース、建設学科建築学コース及

び農学部は農業環境工学科(２プログラム)、森林科学科で JABEE プログラムの認定を

受けている。 

 ３ 国立大学法人として唯一の「国際学部」がある。 

 ４ 国境を越えて、多文化のもとで活動できる高度専門職業人の養成を目的とした、大

学院国際学研究科博士後期課程を平成 19 年に設置した。 

 ５ 宇都宮大学・茨城大学・東京農工大学の３大学で東京農工大学大学院連合農学研究

科(博士課程後期）を設置している。 

 ６ 高大連携として農業関連高校の生徒を対象とした「農学部アグリカレッジ」を実施

している。 

 ７ 国内唯一の雑草に関する研究センターとして「雑草科学研究センター」がある。 

 ８ キヤノン株式会社からの支援を得て、光学、即ち光に関する世界最先端をめざす「オ

プティクス教育研究センター」を平成 19 年に開設した。 

 ９ 教育学部では、附属教育実践総合センターの地域連携部門として「スクールサポー

トセンター」がある。スクールサポートセンターは、学生が県内の高校等の教育現場

を体験し、実践的指導力を身に付けるため、「学校等支援ボランティア」などの事業

を推進している。 

 10 工学部では、平成 14 年に附属ものづくり創成センターを設置し、法人の中でも創造

性教育を担う組織のさきがけとして、ユニークな教育研究を実施している。同センタ

ーでは、インターンシップ及び学生によるプロジェクト活動の推進、現役技術者によ

る講義、高度技術者による技能実演など多面的な教育プログラムの研究開発を行って

いる。 

 11 「峰が丘地域貢献ファンド」を設置し、地域貢献事業に参加する学生を支援してい

る。 

 12 日経グローカルで平成 18 年度がトップ、平成 19 年度が６位であった。創立以来、

地域に密着した諸施策の地道な取り組みの成果である。 

 13 「日本一美しいキャンパスの大学」を目標にキャンパス環境作りを実施している。 

  宇都宮大学樹木憲章を制定、フランス式庭園、イギリス式庭園、日本庭園 
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価  

 

１ 教育に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「教育の成果に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 

   ○小項目１「現代社会に必要なリテラシー（素養）、幅広く深い教養と豊かな人間性、

並びに実践的な専門性を身につけ、未来を切り開く知力と行動力をもった人材を育

成する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
    計画１－１「初期導入教育、リテラシー教育及び教養教育から構成される全学共通

教育を豊かで効果的なものにするために教育企画会議で基本方針を策定し、新たな

実施体制を構築する。」に係る状況 

 「宇都宮大学の新共通教育課程と実施体制」に関する基本方針を策定し、実施体

制を構築した。初期導入教育では「初期セミナー」を全学必修化、学部独自の科目

の導入、リテラシー教育では英検等大学以外の教育施設等における学修に係る単位

認定の導入、「英文講読」を必修科目として開講、教養教育では「キャリア創造科

目」を設定、共通教育を企画・運営する組織として共通教育センターの設置、更な

る実施体制の充実を図るため検討を行っている。  
 
    計画１－２「各学部の教育目標にふさわしい卒業後の進路を確保するために、全学

並びに学部ごとに、適切な学生指導を行う。」に係る状況 

     16 年度に全学共通教育課程の中に「キャリア創造科目」を設置、キャリア教育

担当専任教授 1 名を採用した。19 年１月にキャリア教育・就職センターを設立し、

職業意識の啓発や就職支援の促進を図った。19 年度は学外の人事等を活用し、キ

ャリア創造科目として５科目を開講した。各学部においても、「国際キャリア開発」

「教師入門セミナー」「創成工学実践」「インターンシップ」等を開講するとともに、

「卒業生による就職セミナー」「教員採用試験セミナー」を実施し、学生指導の充

実を図った。なお、教育学部では、実践的な指導力の育成と教科専門の力量を養成

する教育プログラムが評価され、教員養成 GP として採択された。 
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資料：教育学部教員養成 GP 報告書（19 年３月） 

  

 

    計画１－３「教育の成果を検証するために、同窓会、学生後援会（保護者の学生支

援組織）並びに広く社会の識者を含めた評価を行う。」に係る状況 

教育企画会議の議論を踏まえ、FD 委員会において教育評価を検証するための調

査資料として、「教育開発（FD）に関する教員の意識調査」を実施し、WG で調査

分析し報告書を作成した。 

宇都宮大学懇話会を開催し、教育課程、キャリア教育及び就職支援について意

見を徴し、教育の成果を検証した。 

 

資料：宇都宮大学懇話会 

 

 

  

 

 

 

 

各学部同窓会及び学生後援会メンバーによる「教育に関する懇談会」を開催した。 

国際学部・研究科は「外部評価委員会」、教育学部・研究科は「教員養成連携

協議会」、工学部・研究科は「教育運営協議会」、農学部・研究科は「農学部運営

諮問会議」をそれぞれ開催し、同窓会等から意見・提言を聴取している。 
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資料：平成 19 年度農学部運営諮問会議会議録（抜粋）   

  

 
      b)「小項目１」の達成状況  

(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) 全学共通教育カリキュラム改革を行い、初期導入科目及びリテラシー

科目の充実を図った。19 年度に共通教育英語の外部評価を行い、一層の改革を目

指している。 

共通教育の実施体制についても 19 年４月に共通教育センターを設置するととも 

に実施体制の新方式を策定した。 

低学年からのキャリア教育として、全学共通教育課程の中に「キャリア創造科目」

を開設し、各学部も人材育成目標に即したキャリア教育科目を開講した。 

全学及び各学部は、更なる教育改善を目指し、社会の識者、同窓会、学生後援会

等から本学の教育に関する意見を聴取した。  
 

○小項目２「修士課程及び博士前期課程にあっては、創造的で実践的な応用力を身に

つけた高度専門職業人を育成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画２―１「修士課程及び博士前期課程の目標を達成するために、大学院修士課程

及び博士前期課程の教育運営体制を見直し、専門分野ごとに教育課程の再構築を図

る。」に係る状況 

16 年度に国際学研究科国際交流研究専攻において、学生の研究計画により公的

実施機関等を選定して行う「国際学臨地研究」を開設し、ｅメールで遠隔指導等を

行っている。 

 大学院設置基準の改正に伴い、大学院学則を改正し、教育研究の目的を明確にし、

カリキュラム、シラバス、研究指導計画書等の充実を図った。また、複数教員によ

る論文指導体制を実現した。 
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資料：19 年度農学研究科シラバス 

 

 

 

 

 

教育学研究科では、実践的な指導力に着目して、現職教員の再教育を積極的に 

行った。 

19 年度に国際学研究科博士後期課程国際学研究専攻を設置し、応用分野を育成

する環境を整備した。また、新たな教育研究分野の開発として、外国人と日本人の

児童生徒におけるグローバル共生教育の分野を開発し、拠点の形成を試みた。 

      工学研究科は、社会の要請に応えるため、産業界と連携した、ベンチャー、経営

など専門分野での科目を新設し、教育課程の再構築を行い、４大学連携（本学・群

馬大学・茨城大学・埼玉大学）では、「先導的 IT スペシャリスト育成推進プログ

ラム」を開発して実施している。オプティクス教育研究センターの新設により、オ

プティクス教育の授業科目をカリキュラムに取り入れた。 

      農学研究科は、専門知識の応用力を高め実践力を養成するために、プロジェクト

参加型教育を推進し、「高根沢プロジェクト」「那珂川プロジェクト」に、地域・

教員・院生が一体となって参加している。また、姉妹校と連携した「国際シンポジ

ウム」で院生が研究成果を報告し、国際的な研究交流の機会を創設している。 
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資料：農学部国際シンポジウム資料（20 年１月） 

 

 

    計画２－２「教育の成果を検証するために、同窓会や広く社会の識者を含めた評価

を行う。」に係る状況 

16 年度に、「教育開発に関する教員の意識調査」を行い、WG で調査分析し報告

書を作成した。 

国際学研究科は、17 年度に同窓会、社会の有識者で構成する国際学部・国際学

研究科外部評価委員会で、教育の成果、入学志願者の推移、カリキュラム、教員ス

タッフ、院生の（就職）進路等に関する評価を行った。 

教育学部・研究科は、「教員養成連携協議会」を、工学部・研究科は、「工学部・

研究科運営協議会」を、農学部・研究科は、「農学部諮問会議」をそれぞれ開催し、

同窓会等から意見・提言を聴取している。 

 

      b)「小項目２」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) 大学院学則を改正し、教育研究の目的の明確化、カリキュラム、シラ  
バス、研究指導計画書の充実及び複数教員による論文指導体制を実現した。 

国際学研究科は、「国際学臨地研究」を開設し、事前・事後指導及びｅメールに  
よる遠隔指導を行っている。教育学研究科は、現職教員に対する実践的な指導力の

再教育を行った。工学研究科は、産業界と連携したベンチャー経営など専門分野で

の科目を新設した。農学研究科は、プロジェクト参加型教育を推進するとともに、

院生が研究成果を報告する「国際シンポジウム」を開催している。 

 

○小項目３「博士後期課程にあっては、幅広い視野と高度な専門性を身につけ、創造

性を発揮できる高度技術者・研究者を育成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画３―１「博士後期課程の目標を達成するため、副専門研修を更に充実させ、主

専門のほかに副専門を修めた、いわゆる"逆Ｔ字型"の人材を育成する。」に係る状

況 

工学研究科博士後期課程は、副専門研修の充実を図るために、新たに専門知識を

応用して産業界の諸問題に取り組む双方向インターンシップを設け、逆Ｔ字型の人

材育成の強化に取り組んでいる。 
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計画３－２「教育の成果を検証するために、同窓会や広く社会の識者を含めた評価

を行う」に係る状況 

16 年度は、「教育開発に関する教員の意識調査」を実施し、WG で調査分析し報

告書を作成した。 

工学研究科は、「工学部・研究科運営協議会」を開催し、同窓会等から意見・

提言を聴取している。 

 

資料：16 年度 FD に関する教員の意識調査報告書 

    

      b)「小項目３」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．国際学研究科博士後期課程国際学研究専攻を設置し、国際的に通

用する応用力を身につけた高度専門職業人の育成を開始した。 

２．工学研究科博士後期課程の副専門研修の充実を目指した双方向インターンシッ

プの新設により、逆Ｔ字型の人材育成の強化が図られている。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。 

   (判断理由) １．全学共通教育に関して、16 年度にカリキュラム改革を行い、19 年

４月に共通教育センターを設置して実施体制を改善するとともに、共通教育英語

に関する外部評価を実施するなど、一層の教育改革を目指している。 

２．キャリア教育の専門教員を採用し、全学共通教育課程に新たな分野として「キ

ャリア創造科目」を開設した。各学部においても、インターンシップ科目を開設

し、人材育成の目的に沿った実践的な専門性を身につけることができるように授

業科目群の体系的な編成に努めた。 

３．大学院では、高度専門職業人の育成を目指して、各研究科における教育研究目

的の明確化、カリキュラム・シラバス・研究指導計画書等の充実、複数指導教員

による論文指導体制を実現した。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) １．19 年４月に、国際学研究科博士後期課程国際学研究専攻を設置し

た。（計画２－１） 
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２．教育学部での実践的な指導力を育成するプログラムが高く評価され、教員養成

GP として採択された。（計画１－２） 

   (改善を要する点) １．更なる教育改善を図るために FD 組織を強化する必要がある。

（計画１－３）  

２．教員採用率向上のため、教員養成課程への学生の教員志望者数を増やす必要が

ある。（計画１－２） 

   (特色ある点) １．教育学部は、教育実践推進室を立ち上げ、教員入門セミナーから

教育実習へとつながる体系的な教員養成のための学習指導を行っている。（計画１

－２）  
２．工学部は、オプティクス教育研究センターの新設に伴い、オプティクス教育の

授業科目を開講した。（計画２－１）  
 

(２)中項目２「教育内容等に関する目標」の達成状況分析 

  ①小項目の分析 

   ○小項目１「多様な選抜方法により、専門分野に適性があり、目標をもって意欲的に

学ぶことのできる学生を確保する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「アドミッション・ポリシーにふさわしい入学者選抜方法を、少子化や

多様化等の社会の変化に応じて構築する。」に係る状況 

16 年度に大学全体のアドミッション・ポリシーを決定し、ホームページ、募集

要項及び大学案内等で学内外への周知に努めた。 

（本学 HP アドミッションポリシーURL： 

【http://www.utsunomiya-u.ac.jp/admission/policy.html】） 

国際学部は、募集人員を拡大して推薦入試の実施及び集団面接方式の採用、教

育学部は課程・コースの枠を越えた大枠入試の実施、工学部情報工学科は AO 入試

を 18 年度から実施している。農学部は 17 年度に推薦入試の枠を拡大した。18 年

以降、推薦入試による入学者に対して、入学前指導を行っている。 

 

    計画４－２「本学のガイダンス機能を強化するとともに、高大教育連携協議会等を

通じて高等学校側と意思疎通を図り、入学者選抜方法の改善に役立てる。」に係る

状況 

16 年度に本学高大連携協議会の下に企画専門部会を立ち上げた。 

18 年度には、学長、副学長が栃木県など約 80 校の高校訪問を実施し、各種広報

を行うとともに、校長及び進路指導の教員等と意見交換を行った。各学部でもパン

フの作成、授業見学会や進学説明会の開催、出張講義、農業高校生を対象としたア

グリカレッジ、SPP の連携、野外実習、応用科学セミナー、IT コンクール、IT サ

マーキャンプ等を実施した。 

全学によるオープンキャンパスの実施のほか、19 年度に工学部と農学部が学部 

オープンキャンパスを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宇都宮大学 教育 

- 9 - 

 

資料：19 年度農学部オープンキャンパスポスター、プログラム 

 
      b)「小項目１」の達成状況  

(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．大学及び各学部のアドミッション・ポリシーを策定し、広く学内

外に周知するとともに、大枠入試の導入、推薦入試の試験方式の見直し、AO 入試

の導入等の入試改革を実施した。 

２．本学高大連携協議会で高等学校側との意思疎通を図るとともに、高校生対象の

各種の授業公開、出張講義等を実施し、全学オープンキャンパスとは別に学部オ

ープンキャンパスを実施しガイダンス機能の強化にも努めた。  
 

○小項目２「多様な学生集団がもたらす教育効果を高く評価し、社会人や留学生を積

極的に受入れる。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
計画５－１ 「社会のニーズを調査検討し、長期履修制度を活かすなど、社会人の

入学を一層促す方策を講じる。」に係る状況 

種々のニーズ調査を実施し、博士後期課程においては社会人学生に合った学位

審査方法、審査期間、修了年限を見直し、修士課程の社会人入学者については１年

間の修学専念義務の見直しを検討する等の改善を促進した。 

19 年度に「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムに「対話力に富み 

「食と農」に精通した人材の養成および農業集団の育成のためのプログラム」及び

「企業の環境取り組み診断を通じたプロジェクト・マネジメント能力の錬成プラ

ン」が採択され、多様な社会人の受け入れについて推進している。また、前者のプ

ログラムは本学が開設している公開講座「宇都宮農学校」とも連携している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



宇都宮大学 教育 

- 10 - 

資料：社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム事業報告書 

  

 

 

    計画５－２「学習・生活支援体制やインターネットを利用した大学案内を充実させ

ることによって、留学生の受入れを拡充する。」に係る状況 

留学生センター教員、学部代表教員等で本学渡日前入学制度検討 WG を立ち上げ、

先進事例の確認、他大学の実施状況の把握及び課題の整理を行い、今後、日本留学

試験の更なる有効活用、日本留学中の住環境の整備、修学上の生活支援及び卒業後

の就労等、留学し易い受入環境について研究し、外国人留学生の受入拡大に向けて

方策を検討することとした。 

なお、留学生受入体制の拡充のため、各学部で英語版ホームページを立ち上げ

て公開している。 

    

          資料：外国人留学生の受入数（５月１日現在） 

   

    

 

 

       

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 

(判断理由) 博士後期課程では、社会人学生に合った学位審査方法を取り入れ、19

年度に採択された２本の「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」の実

施及び本学公開講座と連携した事業展開など、社会人が学びやすい環境づくりに努

めた。 

    留学生については入試制度の改善、留学し易い受け入れ環境等を検討し、各学部

で英語版ホームページを立ちあげた。 

 

○小項目３「全学共通教育と学部専門教育の目標を明確にし、学生の特性や興味関心

に配慮した教育課程を編成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画６－１「全学共通教育において、学ぶことの意義と方法を習得するための初期

導入教育、現代社会に必要なリテラシーを学ぶためのリテラシー教育、幅広く深い

年 度 16 17 18 19 

受入数 264 203 306 293 
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教養を身につけるための教養教育、という３つのカテゴリーを基本にして教育課程

を編成し、内容の充実に努める。」に係る状況 

策定した「宇都宮大学の新共通教育課程と実施体制」に基づき、履修規程等を整

備し教育課程の目的を明確にし、新たな授業科目区分「キャリア創造科目」を開講、

「英語コミュニケーション」の少人数必修化、英検等大学以外の学修に係る単位認

定を導入した。また、初期セミナーや英語教育の先進的取組、共通教育英語の外部

評価報告書の提出、多彩な FD ワークショップの開催、「大学コンソーシアムとちぎ」

による授業科目の履修単位の制度化及び積極的な履修促進、学外の企業家・起業実

践者、ボランティア活動家及び本学人材バンク登録者等の有する教育力を活かした

授業科目の増設等、内容の充実に努めた。 

 

資料：「大学コンソーシアムとちぎ」単位互換に関する包括協定書 
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資料：寄附講座による授業の実施に関する 

業務委託契約について 

 

計画６－２「学部の専門分野ごとに実践的

専門性を培うためのコア・カリキュラムを

編成して、内容の充実を図るとともに、学

生の興味関心に応じた柔軟な履修方法を

提供する。」に係る状況 

国際学部は、コミュニケーションとプレ

ゼンテーション能力をコアとする科目立

てを行い、学生の問題意識に応じた課題設

定や課題解決の実践機会を拡充するため、

３年次前期に、実習・演習・実験科目を一

斉開講した。３年次後期には、「卒業研究

準備演習」を一斉開講した。海外留学中の

学生に対する「卒業研究準備演習」は、イ

ンターネット等により遠隔指導を行った。

19 年度は、グローバルな国際社会に対応

するコア・カリキュラムとして「国際市民

社会論」を開講した。 

     教育学部は、教育実践インターンシップ

など、実践力育成の教育プロクラムを開発

すると同時に、教科専門科目の改善を図るなど、教員としての資質向上につなげる

総合的なカリキュラム開発を行った。このような取り組みは、教員養成 GP にも採

択された。 

工学部は、専門教育として、全学科に共通する基礎科目（共通専門基礎科目）、

全学科に共通な科目（共通専門科目）、各学科に固有な専門科目（学科専門科目）

を実施している。コアカリキュラム科目と、コアカリキュラム支援科目、より高度

な専門知識習得のための発展的科目に分類し、基礎知識から専門知識までを体系的

に学べるよう配置した。自主性や創造性を育む創成工学実践と卒業研究は、全学科

でコアカリキュラムに位置づけている。 

農学部は、共通の知識と技術体験として、コア科目（「農業と環境の科学」、

「生物資源の科学」」とコア実習（附属農場、附属演習林での実習と関連施設等の

見学・調査）を実施している。地域での実践活動を体験することで、総合力とコミ

ュニケーション能力を向上させるために、全学科で「専門インターンシップ」を導

入した。 
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資料：「農業と環境の科学」「生物資源の科学」シラバス 

 

    計画６－３「入学後の学生の進路変更を可能にするため、転部・転科制度を柔軟に

運用できるように見直し、実施する。」に係る状況 

16 年度に転部・転科制度を見直し、学生の希望に基づく転部・転科ができるよ

う関係規程を整備し、運用を開始した。転部・転科した学生は、各学部教務委員会

で適切な履修指導を行った。 

 

資料：転部・転科人数       （人） 

年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

転部 5 6  7  8 

転科 14 7 14 21 

 

    計画６－４「大学院進学者の多様化に対応するため、学部教育と大学院教育の役割

を改めて明確にし、必要に応じて学部専門教育課程を見直す。」に係る状況 

社会人・現職者等の学生の多様化に対応するため、大学院の専門基礎に対応す

る学部授業科目の履修の奨励と単位化等について検討し、18 年度以降全研究科で

実施している。 

教育学研究科は、19 年度に教育職員免許状の取得の所要資格を得させることを

目的としたプログラムを定めた。 

 
      b)「小項目３」の達成状況  

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 

(判断理由)１．共通教育については、策定した「宇都宮大学の新共通教育課程と実 

施体制」に基づき、履修規程等を整備し教育課程の目的を明確にした。また、学

外の教育力を活かして授業科目を増設し充実に努めた。 

２．学部専門教育については、各学部において目標を定め、それに沿ったコア・カ

リキュラムを編成した。 
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３．転部・転科制度を見直して、学生の希望に基づく転部・転科ができるよう関係

規程を整備し、運用を開始した。 

４．社会人・現職者等の学生の多様化に対応するため、18 年度以降全研究科で、学

部専門科目を履修できるようにした。 

 
○小項目４「各授業科目の目標を明確にし、学生の特性も考慮しながら、適切な授業

形態をとるとともに、国際的な通用性も視野に入れた教育方法を絶えず考究する。」

の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画７－１「シラバスなどの授業計画書を充実して学習支援を強化するとともに、

全学共通教育と学部専門教育のコア・カリキュラムについては単位制度の理念の徹

底を図るなど、教育効果の向上に努める。」に係る状況 

シラバスの書き方について、16 年度及び 18 年度にマニュアルの改訂を行い、

＜成績評価法＞の項では、JABEE に対応した評価法の記載を奨励した。 

また、履修ガイドの作成、学年担任教員による学生個人への履修・修学指導、

編入学合格者に対して単位読み替えに関する資料の早期送付などを実施している。 

 

    計画７－２「APSIA (Association of Professional Schools of International 

Affairs)や JABEE (Japan AccredITation Board of Engineering Education)など

を視野に入れた教育方法を取り入れる。」に係る状況 

国際学部で、16 年度に FD 研究会「APSIA の教育理念に添った教育」を実施した。

18 年度に［国際キャリア開発］を学部の専門科目として単位認定し 19 年度に、学

部基礎科目の「国際市民社会論」を新たに開講した。 

JABEE は、15 年度に農学部農業環境工学科が関連分野では全国２番目、16 年度

に森林科学科が林学分野で全国初となる、教育プログラムの認定を受け、継続的な

教育改善を進めており、工学部では、JABEE 対応特別委員会を設置し、JABEE 認定

学科、コースを順次増やしている。 

 

    計画７－３「インターンシップなど実践的な教育の場を拡充する。また、その充実

のため産学が連携して教育プログラムの開発を行う。」に係る状況 

県内の企業を対象に「インターンシップに関する説明会」を本学で実施し、受

け入れ企業の拡大に努めた。また、県内の企業と大学とが協力して組織するインタ

ーンシップ推進協議会に参加し、産学連携の教育プログラムの開発等を検討した。

国際学部は、「国際学インターンシップ」、教育学部は、「教育実践インターンシ

ップ」、工学部は、共通科目として「インターンシップ」科目を実施し、農学部は

19 年度から「インターンシップ」科目を全学科で開講している。 

なお、共通教育自由科目としても単位認定できるようにしている。キャリア教

育・就職支援センターは、19 年度に「インターンシップガイドブック」を作成し

た。 
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資料：インターンシップガイドブック 2007 

 

 

 
      b)「小項目４」の達成状況  

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由)１．各授業科目の目標などを明確にするために、シラバスの書き方につ

いて、マニュアルの改訂を行った。 

２．国際的に通用するための教育としては、国際学部で、FD 研究会「APSIA の教育

理念に添った教育」を実施し、「国際キャリア開発」「国際市民社会論」などの

科目を新たに開講した。工学部及び農学部にあっては、JABEE 認定学科、コース

を順次増やしている。 

３．各学部では、それぞれの目的に沿った「インターンシップ」を実施し、実践的

な教育の場を拡充している。 

 

○小項目５「厳正で適切な達成度評価法を開発し、実践する。」の分析 

    a)関連する中期計画の分析  
    計画８－１「学科、課程（講座）、及び全学共通教育の専門領域ごとの教員団が各

授業科目の達成目標にふさわしい達成度評価法と基準を組織的に考究するととも

に、その成果は学生に公表する。」に係る状況 

18 年度に、達成度評価プロジェクトを設置し、GPA に対する他大学の取組を調

査し、本学における達成度評価に関する全体構想を策定した。 

19 年度に、「宇都宮大学における GPT･GPA 制度の取扱いに関する要項」を制定

し、教員向けに「GPT･GPA 制度についての Q&A」を作成、学生向けに、GPT・GPA 制

度の内容を 20 年度履修案内に、シラバスには成績評価基準を記載した。 

 

    計画８－２「GPA (Grade Point Average)を基本にした総合的達成度評価法を開発

し、試行する。」に係る状況 

16 年度は、GPA を基本とした評価法について、授業科目ごとの成績評価基準、

グレードポイントの付与、成績下位者の指導等及び退学勧告制度の導入等の先行事

例を調査し、指導法について検討した。 

18 年度に、「達成度評価に関する報告書（全体構想）」に基づいて実施準備 WG

を立ち上げ細部の検討を行った。 

19 年度に、前期の成績評価において、「秀」を加えた成績評価の試行結果を踏

まえ、GPA 実施準備 WG において「GPT･GPA 制度についての Q&A」を作成した。GPT･

GPA 制度に係わる成績評価の取扱いについて各学部履修規程の一部改正を行った。 

 

       
b)「小項目５」の達成状況  
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(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．「宇都宮大学における GPT･GPA 制度の取扱いに関する要項」を制

定し、20 年度入学者から制度を適用することとした。 

２．教員向けに「GPT･GPA 制度についての Q&A」を作成し、また学生向けに GPT・GPA

制度の内容を履修案内に、成績評価基準をシラバスに記載した。 

 

資料：GPT・GPA 制度についての Q&A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

○小項目６「専門分野に適性があり、高度な学習と研究に意欲的に取り組むことがで

きる学生を確保する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画９「各研究科のアドミッション・ポリシーを明確にした上で周知徹底し、社会

人や留学生などにも配慮した、効果的な入学者選抜方法を取り入れる。」に係る状

況 

16 年度に各研究科のアドミッション・ポリシーを策定し、順次ホームページ、

学生募集要項等に掲載し周知を図った。 

入学者選抜方法では、社会人に対し、NPO・NGO やボランティア活動等多様な経

歴を積極的に評価する審査方法や、専門分野について筆記試験を免除し、調書の提

出に替える方法等を導入、留学生に対しては、言語能力のハンディキャップの解消

を目的として日本語・母国語辞書の持ち込みを認める制度を導入し、国費留学生や

政府派遣留学生等資格取得の段階で審査済の内容については該当する試験科目の

一部を免除する制度を導入し、社会人や留学生の受験し易い入試制度を構築した。 

 

      b)「小項目６」の達成状況  
(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  

(判断理由)16 年度に各研究科のアドミッション・ポリシーを策定し、順次ホームペ

ージ、学生募集要項等に掲載し周知に努めた。 

多様な経歴を積極的に評価する審査方法や研究科への進学に際しての学習 

歴に応じた試験科目の一部免除等社会人や留学生の受験し易い入試制度を構築した。 
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○小項目７「多様な学生集団がもたらす教育効果を高く評価し、社会人や留学生を積

極的に受入れる。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画 10「教育課程を改善し、社会人や留学生を積極的に受入れる。」に係る状況 

国際交流研究専攻の開設（国際学研究科）、現職教員の大学院履修カリキュラ

ムの開発（教育学研究科）、情報の Web 掲載 (工学研究科）、畜産草地研究所との

連携講座の開設（農学研究科）等により、16 年度は社会人 176 名、留学生 79 名を

受け入れ、特に社会人の受け入れが 15 年度より 23 名増加した。16 年度に 40 名の

学生が長期履修制度を活用した。 

国際学研究科博士後期課程は、14 条特例の実施に加え、テレビ会議システムに

よる教育を取り入れている。 

教育学研究科では、カリキュラム開発専攻、障害児教育専攻を設置するととも

に、夜間あるいは土日に授業を開講するなど、社会人（現職教員）に対応した教育

を行っている。 

 

資料：テレビ会議システム 

 

また、教育学研究科は、講義の一部を夜間に開講するとともに、教育職員免許

状を持たない大学院入学者のために免許を取得できる制度を 20 年度入学者から導

入することにした。 

農学研究科は、社会人学生が研究指導を受ける時間帯や研究場所についての特

例を設けている。 

 

      b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 

(判断理由)国際交流研究専攻の開設、現職教員の大学院履修カリキュラムの開発及

び他大学の先駆けとなる全研究科による長期履修学生制度の導入、テレビ会議シス

テムによる教育を取り入れるなど教育課程の改善に務めた。 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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○小項目８「修士課程及び博士前期課程にあっては、高度専門職業人の育成の観点か

ら、高度な専門性をもって、諸課題を創造的に解決する能力を育む教育課程を編成

し、継続的にその充実を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 11―１「修士課程及び博士前期課程にあっては、精選した専門授業科目を中

心に教育課程を編成してその内容の充実を図るとともに、少人数の実践的な教育の

場を通じて、創造性と課題解決能力を育成する。」に係る状況 

国際学研究科は、講義と演習を併用した少人数教育を実施し、創造性と課題解

決能力育成をしている。 

教育学研究科は、特定の課題の研究成果を学位論文と同列に扱うことにより、

幅広い教育成果を期待できるようにした。 

工学研究科は、特別研修、特別実験、特別設計などの演習、実験科目を必修科

目にして実践性と創造性を養成している。ものづくり実践特論、大学院インターン

シップ、オプティクス教育関連科目を設定し、実践的専門知識の修得や実社会のも

のづくりに参画する人材養成教育を行なっている。 

農学研究科は、ゼミ（少人数）や特別研究（修士論文のプレゼンテーション） 

を通じて、研究に関する課題設定能力（創造性）と課題解決能力を有する人材を養

成している。 

 

    計画 11－２「外国語による授業を拡大する。」に係る状況 

国際学研究科は、英語による授業として「ラテンアメリカ社会論」を、教育学

研究科は、「英語科教育特論」「英語科教育論」を開講している。 

農学研究科は、授業科目（講義）として「Communication skills for Engineers」

（農業環境工学専攻）を開講しており、また、姉妹校と連携した「国際シンポジウ

ム」を毎年開催し院生が研究成果を英語で発表し、姉妹校の院生との国際交流を図

っている。 

全研究科において、英語等外国語によるテキスト、論文を教材とした教育を行

っている。   

 

資料：農学部国際シンポジウム（20 年１月） 

 

 

      

    計画 11－３「シラバスなどの授業計画書を充実して学習支援を強化するとともに、 

全学共通教育と学部専門教育のコア・カリキュラムについては単位制度の理念の徹 

底を図るなど、教育効果の向上に努める。」に係る状況 

17 年度に、工学研究科及び農学研究科はシラバスを作成して大学院生の学習支
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援を強化した。 

18 年度に、大学院設置基準の改正に伴い、大学院学則を改正し、シラバスを強

化、研究指導計画書により教育効果の向上を図ることとした。19 年度から全研究

科（博士後期課程を除く）で、シラバスを作成し学習支援を強化した。 

また、19 年度に、研究指導の方法及び内容並びに１年間の研究指導計画書の申合

せ及び様式を作成し、20 年度より実施することとした。 

 

      b)「小項目８」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) 各研究科で、講義と演習を併用した少人数教育の実施、特別研修、特 

別実験、特別設計などの演習、実験科目の必修化により創造性と課題解決能力の育 

成を強化した。 

シラバスの強化、研究指導計画書により、教育効果の向上を図り、19 年度から全 

研究科（博士後期課程を除く）で、シラバス作成の義務化、google を活用するなど

して学修支援を強化した。 

 
○小項目９「博士後期課程にあっては、専門分野の高度化はもとより、幅広い柔軟な

発想と創造性を培う教育課程を編成する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 12―１「博士後期課程にあっては、副専門研修を充実させる。」に係る状況 

計画【３－１】に同じ。 

 

    計画 12－２「外国語による授業を拡大する。」に係る状況 

授業の中で、英語等外国語によるテキスト、論文を教材とした教育を行ってい

る。 

 

      b)「小項目９」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) 工学研究科博士後期課程の副専門研修の充実を目指した双方向インタ

ーンシップの新設により、逆Ｔ字型の人材育成の強化が図られている。  
 
   ○小項目 10「国際的な通用性を念頭におきながら、実践的な教育方法を積極的に導

入するとともに、複数の教員による指導体制を充実させる。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 13－１「APSIA などを視野に入れた教育方法を取り入れる。」に係る状況 

16 年度に国際学研究科国際交流研究専攻の開設に伴い新規科目を整備し、「国際 

学臨地研究」を開講実施した。17 年度に、「国際学臨地研究」実施要領を改正し、

体系的な指導を実施している。 

 

    計画 13－２「インターンシップなど実践的な教育の場を拡充する。」に係る状況 

国際交流研究専攻設置に伴い、海外での調査、インターンシップを行う「国際

学臨地研究」を開講している。 

キャリア教育・就職支援センターは、国際関連企業等での実践教育の場の拡充

を図ったほか、ハイパーキャンパスシステムを利用してインターンシップの推進を

実施している。  
 
    計画 13－３「学位論文の研究指導に複数の教員による指導体制を充実させる。」に

係る状況 

17 年度以降、全研究科で学位論文の研究指導に複数指導体制を確立して指導に

当たっている。 
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農学研究科は、中間発表又は中間報告を設定し、多くの専攻教員が研究計画・

進行の妥当性について指導・助言を行っている。 

      b)「小項目 10」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．国際学研究科国際交流研究専攻の開設に伴い、「国際学臨地研究」

を開講実施した。 

２．国際関連企業等へのインターンシップを実施している。 

３．17 年度以降、全研究科で学位論文の研究指導に複数指導体制を確立して指導

に当たっている。 

 
○小項目 11「厳正で効果的な達成度評価法を開発し、実践する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 14－１「全学的な基本方針のもとに、関連する教員団が各授業科目の達成目

標にふさわしい達成度評価法と基準を組織的に考究するとともに、その成果は学生

に公表する。」に係る状況 

大学院 WG の検討に基づき、各研究科で、授業科目の評価基準をシラバスに記載 

した。研究指導計画について、19 年度に研究指導計画書に関する申し合わせを作

成した。 

 

    計画 14－２「GPA を基本にした総合的達成度評価法を開発し、試行する。」に係る 

状況 

19 年度に、大学院で GPA を実施している大学の実施状況及び問題点について調

査研究を行った。GPA 導入の可能性については検討中である。 

 
      b)「小項目 11」の達成状況  

(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．各研究科において、授業科目の達成目標にふさわしい達成度評価

法と基準をシラバスに記載した。 

２．GPA を基本にした総合的達成度評価については、GPA 導入の可能性については

検討中である。 

 
○小項目１２「FD(Faculty Development)を実施し、教育内容の質の向上と改善に努

める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 15「各教育課程の FD(Faculty Development)を学生の授業評価等を踏まえて定

期的に実施し、教育内容の充実と質の向上改善に努める。」に係る状況 

全授業科目について、学生による授業評価アンケートを実施し、評価結果につ

いては各教員に伝え、授業改善に役立てている。授業評価で高得点を得た授業を対

象にベストレクチャー賞を授与、優秀賞受賞者による授業報告がされ、各教員の授

業改善の指針となっている。 
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資料：ベストレクチャー賞チラシ 

 

全学的なワークショップ、教育改革・改善支援経費による成果発表会、各種の 

講演会・研修会の他に、各学部で教員相互の授業公開等の FD 取組みを行っている。 

 

      b)「小項目 12」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) 学生による授業評価、FD 学習会、教員の授業公開等を実施して、教員

の FD に努め授業内容の改善を行った。 

 

②中項目２の達成状況 

(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
   (判断理由)１．大学全体及び各学部のアドミッション・ポリシーを確定するととも

に、大枠入試、AO 入試の導入等の入試改革を実施した。授業公開、出張講義、オ

ープンキャンパス等によるガイダンス機能の強化にも努めた。 

２．社会人や留学生を受け入れるための英語版ホームページの立ち上げ、入試方法

の改善、全研究科における長期履修制度の導入、テレビ会議システムによる教育

の導入を行なった。 

３．全学共通教育においては、初期導入科目、リテラシー科目、教養教育の３つの

カテゴリーからなるカリキュラム編成をした。学部専門教育については、コアカ

リキュラムを編成して内容の充実を図るとともに、入学後の学生の進路変更がで

きるよう転部･転科制度を見直した。 

４．産学の連携を図り、インターンシップなどの実践的な教育の場を拡充した。シ

ラバスの書き方を改訂し、各授業科目の目標、授業方法などを明確に提示した。  

５． GPT･GPA 制度による新たな成績評価法を開発し、19 年度の施行を踏まえて 20

年度学部入学生より適用することにした。 

６．大学院教育では、少人数の実践的な教育の場を拡充するとともに、シラバス及
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び研究指導計画書の作成、学位論文の研究指導における複数指導体制などにより、

学習支援を強化した。 

７．全授業科目について、学生による授業アンケートを実施し授業改善に役立てて

いる。FD に関しては、全学的な後援会、研修会、ワークショップ、改善経費によ

る成果発表会のほかに、各学部でも学習会の開催や、教員相互の授業公開等の取

り組みを行なった。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) １．国際的な有用性と実践性を確保するために、国際交流研究専攻に海

外での調査、インターンシップを行う「国際学臨地研究」を開講した。（計画 13

－２） 

２．教育学研究科は、カリキュラム開発専攻、障害児教育専攻を設置し、社会人（現

職教員）に対応した教育を行なっている。（計画 10） 

３．工学部及び農学部では、JABEE 認定学科、コースを順次増やしている。（計画７ 

－２） 

４．企業家･起業実践者、ボランティア活動家及び本学人材バンク登録者等による

学外の教育力を活かして、全学共通教育における授業科目の充実を図った。（計

画６－１） 

５．「宇都宮大学における GPT･GPA 制度の取扱いに関する要項」を制定し、20 年度

入学生から適用することとした。（計画８－１） 

６．農学研究科は、国際的な通用制を高めるために「Communication skills for 

Engineers」を開講し、また、姉妹校と提携した「国際シンポジウム」を開催し、

院生が研究成果を英語で発表している。（計画 11－２） 

   (改善を要する点) １．留学生の受入数は増加している一方で、留学生のための宿舎

不足という問題が生じている。（計画５－２） 

２．授業評価における統一的な基準の作成について検討が必要である。（計画 14－ 

２） 

３．学士課程における社会人の受け入れについては 19 年度調査結果に基づいて検討

中である。（計画 10） 

   (特色ある点) １．留学生受け入れのため、各学部ホームページ英語版を立ち上げた。 

（計画５－２） 

２．工学部では、実践的な教育の場として、「創成工学実践」、「ものづくり技能セ

ミナー」などを設け、県内企業 OB などを講師とした産学連携の教育を推進した。 

 （計画７－３） 

３．18 年度には、学長、副学長が約 80 校の高校訪問を実施し、校長及び進路指導

教員との意見交換を行なった。（計画４－２） 

４．県内の企業と大学とが協力して組織するインターンシップ推進協議会に参加し、

産学連携の教育プログラムを検討している。（計画７－３） 

 

(３)中項目３「教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析 

  ①小項目の分析 

   ○小項目１「教育目標を達成するために、教職員を適切に配置する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 16－１「教育の充実のために、教職員を適切に配置する。」に係る状況 

農学部は、18 年度から実施するコア・カリキュラムの編成と実施のために、学

科間の連携を深め、授業担当のあり方を見直した。また、各学部教務委員会で他学

部のカリキュラムの中から相互乗り入れできる科目に関する検討に着手した。 
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19 年度は，教育学部で、情報処理に関する科目の履修について工学部情報工学

科との連携を図り、地理関連科目、哲学関連科目については、国際学部と教育学部

との間で相互乗り入れを実施した。工学研究科では、「部局化」の取組の一環とし

て、大学院授業科目の授業担当と専攻内構成について検討した。 

 

計画 16－２「非常勤講師の配置に関する基本方針を策定し、実施する。」に係る状

況 

16 年度は、「非常勤講師時間数の削減」の基本方針を策定した。専任教員の授

業担当の在り方として、各学部の必修科目は原則として専任教員が担当し、共通教

育と専門教育の授業コマ数の比率、各学部の学生定員、各学部教員の共通教育担当

比率等を勘案して削減計画を作成し、18 年度までに削減を実行した。併せて、自

己努力により専任教員の担当授業数の一定の増を図るほか、無償による授業提供を

発掘し、広く学外からの優れた教育力の導入を図った。 

20 年度は４学部では 18 年度水準を維持し、共通教育では、常勤教員授業担当推 

進により４コマ減とする一方で、退職教員に係わる９コマ増を手当することとした。 

 

      b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．国際学部と教育学部との間でカリキュラムの相互乗り入れを実施

した。 

２．工学部では、コア・カリキュラムの設定など精選したカリキュラムを適切に担

当する体制を設けるとともに、部局化に取組んだ。 

３．非常勤講師の配置は、各学部の必修科目は原則として専任教員が担当し、共通

教育と専門教育の授業コマ数の比率、各学部の学生定員、各学部教員の共通教育

担当比率等を勘案して削減計画を作成し、18 年度までに削減を実行した。 

 
   ○小項目２「教育のための施設・設備を整備充実させる。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 17－１「学生の教務等情報のファイリングシステムを整備する。」に係る状況 

学生の教務情報システムについて、学生の入学時から卒業までの学生の教務情

報のファイリング化を、逐次実施している。総合情報処理センターの情報基盤シス

テムの更新を踏まえて、既存の教務情報システムを見直し、構築中の「大学情報デ

ータベースシステム」の一部として、更新・充実を図った。 

 
    計画 17－２「附属図書館の蔵書及び施設・設備の計画的充実を図る。」に係る状況 

学生用図書の整備充実のため、シラバス掲載図書を中心に CD-ROM 及び DVD 等の

電子媒体資料等の整備を図るなど、学生の視点に立った選書等を行っている。 

公募で選ばれた学生が、書店で直接選書する「学生選書ツアー」を実施した。

上映付き DVD 等を始めとする電子媒体資料の整備を図った。（本学 HP 附属図書館

選書ツアーの記録：【http://www.lib.utsunomiya-u.ac.jp/sensho.htm】） 

工学部分館の施設・設備の老朽化を、計画的に改修・整備し、19 年度に空調の

整備を行った。 

学生の活字離れに対する取組の一つとして、「リサイクル図書コーナー」を設 

置し、教職員及び学生等に不用図書の寄付を仰ぎ、利用者に貸し出すシステムを構

築した。 

 
    計画 17－３「既設の CANS (Campus Advanced Network System)を中心にした教育情

報基盤を整備し、充実させる。」に係る状況 

17 年度は、CANS(Campus Advanced Network System)の e-Learning パッケージ

ソフトの活用を図るため、英語担当教員を対象とした説明会を実施した。 
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18 年度は、17 年度導入のコースマネジメントシステム（Moodle）を語学教育を

含むあらゆる授業に利用できるよう管理体制を整備し、利用方法等を各教員に通知

した。 

19 年度に、Moodle（コースマネジメントシステム）を活用した教育支援を充実 

するため、Moodle 活用方法の講習会を FD の一環として実施した。 

     

計画 17－４「実践的教育（実験、演習、実技、実習等）のための施設設備を充実

させる。」に係る状況 

17、18 年度は、学部等を対象に教育改革・改善支援経費を配分し、教育設備の

充実を図った。 

19 年度は、共通教育に関する教室のプロジェクターを、国際学部では、イメー 

ジラボ教室の PC 等を更新した。教育学部のＡ棟、Ｄ棟及び工学部総合研究棟を改

修し、教室、実験室の施設及び付帯設備面の向上を図った。農学部では、教材の製

本に利用するために、ドキュメントスキャナー、穴あけ式製本機を整備するととも

に、3105 教室にスクリーン、プロジェクタを整備するなど学習教育環境を充実し

た。 

 
    計画 17－５「教室などの学内共同利用施設の有効利用に努めるとともに、学習に

適した環境の整備と機能の充実を図る。」に係る状況 

施設の有効活用状況調査及びフィードバック調査を実施、有効活用に向けた評  
価基準（案）を作成、それに基づく有効活用調査の評価結果に基づき「宇都宮大学

施設点検・評価基準」を作成した。同基準により数値化したデータに基づきスペー

スの共同利用化を進めることとし、順次利活用状況の調査を行っている。その他、

設備更新に伴う教室の見直し、使用時間公開による空き時間帯の有効利用、既存設

備の利用促進と普及のため講習会の実施等、有効利用に努めている。また、視聴覚

設備の充実、掲示板等の整備、扇風機等の設置等、種々の整備と空調設備の整備を

順次行っており、環境の整備と機能の充実を図った。  
 
    計画 17－６「課外活動を一層促すために、施設・設備を充実させる。」に係る状況 

16、17 年度の２年で課外活動共用施設（鉄骨プレハブ造り、２階建て約 1,600

㎡）を建設した。17 年度は、「宇都宮大学課外活動共用施設建設事業資金」を設

置して募金活動を行い建設費等の一部に充当した。 

 

資料：本学課外活動共用施設 
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また、課外活動施設の改善計画を策定し、野球場防球ネットの整備(改修)、陸 

上競技場西側防球ネットの新設、工学部体育館の耐震改修、更衣室及びシャワー設

備改修、武道場内トレーニング室の器具修繕、プールのコースロープの更新のほか、

陸上競技場及びテニスコートの部分補修を行った。 

 

      b)「小項目２」の達成状況  
(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．学生の教務情報のファイリング化を逐次実施している。 

２．シラバス掲載図書を中心に CD-ROM 及び DVD 等の電子媒体資料等の整備を図る

など、学生の視点に立った選書等を行った。 

３．19 年度は、共通教育に関する教室のプロジェクターを、国際学部は、イメー

ジラボ教室の PC 等を更新した。教育学部のＡ・Ｄ棟及び工学部総合研究棟を改

修し、農学部は、教材の製本に利用するために、什器類を整備し学習教育環境

を充実した。 

４．実践的教育（実験、演習、実技、実習等）のための施設設備を順次充実した。 

５．教室利用状況を調査し、学生の学習支援のためのリフレッシュルームや学習環

境の整備を図った。 

６．課外活動共用施設の建設、課外活動施設改善計画の策定、野球場防球ネットを

はじめとする課外活動施設を整備・充実した。 

 
   ○小項目３「大学が教育の責任を果たす観点から、教育の質の改善を図るための学内

組織を整備するとともに、開かれた大学として、社会の要望を反映する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 18－１「教育研究評議会のもとに設置した教育企画会議において、本学にお

ける教育の基本方針を策定し、効果的に運営する。」に係る状況 

全学共通教育では、16 年度に初期導入教育、リテラシー教育及び教養教育を明

確に位置付け、趣旨の徹底を図った。初期導入教育については新たに農学部が必修

科目とした。リテラシー教育の中では英会話力の強化を図った。教養教育では新た

にキャリア教育を核に置くカリキュラムの強化に務めた。 

FD プロジェクトを設置し、全学 FD の企画・実施を行っている。17 年度以降は、

学生による授業評価アンケートの実施、ベストレクチャー発表会、教育改革・改善

支援経費成果発表会、各種講演会・研修会、全学 FD ワークショップの開催、FD 報

告書の作成等を行った。 
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資料：FD 活動報告書 

各学部・研究科においても毎月の教授会前後に FD 学習会の開催、教員相互の授

業公開等を行っている。 

 

    計画 18－２「全学教務委員会、FD を推進する委員会が中心となり、学部・研究科

の教務委員会、学科（課程）、専攻の教務検討組織と連携し、広く学内外の識者の

意見を取り入れ、教育の質の向上と改善に努める。」に係る状況 

16 年度は、FD 活動に関連し全教員を対象にアンケート調査を実施し、その分析

結果をまとめ、16 年度以降は、全学の FD ワークショップを開催し、教育改善に向

けて全教員の意見を聴取している。17 年度及び 19 年度は、学外の有識者で構成す

る宇都宮大学懇話会メンバーとの意見交換を行った。 

各学部・研究科同窓会、学生後援会メンバーによる教育に関する懇談会を開催

し意見を徴した。 

国際学部・研究科は同窓会・有識者懇談会を開催、教育学部・研究科は宇都 

宮市との連携協議会、教育学部同窓会との懇親会、教員養成連携協議会を開催、工

学部・研究科は工学部・工学研究科教育運営協議会を開催、農学部・研究科は農学

部運営顧問会議を開催して、幅広い見地からの意見・提言を受けた。 

 

    計画 18－３「教員の教育評価の基本方針を策定し、FD と併用することによって教

育の質の改善を図る。」に係る状況 

点検評価会議において、17 年度に教員の教育評価の基本方針を策定し、18 年度

に評価を試行した。 

19 年度は、各教員から学部長に「教員自己評価書」が提出され、学部教員評価

委員会を経て学部長から「19 年度教員評価結果報告書」が学長に提出された。 

教育の質の改善を図るための一事業として「ベストティーチャー発表会」を実

施し、18 年度に、教員評価指針および教員評価実施要領に定める自己評価書の教

育領域において、ベストティーチャー賞が特記事項に盛り込まれた。 

     

計画 18－４「教員相互の教育評価を含めた FD を段階的かつ継続的に推進する。」

に係る状況 

全学で実施している FD 活動は、FD ワークショップ、教育改革・改善支援経費に

よる成果報告会、教員相互の授業見学会、ベストレクチャー発表会等を実施し、教
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育力の向上が図られた。 

各学部も、教員相互の授業公開の開催や、定期的に FD 学習会等を開催し、 

継続的に推進している。 

 

資料：国際学部 FD 研究会スケジュール 

 

    計画 18－５「学生が積極的に関与する授業評価を継続的に実施し、教育の質の改

善に役立てる。」に係る状況 

17 年度以降、全授業科目について学生による授業評価アンケートを実施してお 

り、評価結果については各教員に伝え、各教員の授業改善に役立てている。16 年

度及び 18 年度の評価結果については、「学生による授業評価報告書」で公表した。

評価は年度ごとに高まっている。19 年度には、アンケートの見直しを行い、今後

の検討に向けて問題点を明確にした。 
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資料：学生による授業評価報告書 

 
    計画 18－６「全学共通教育については、総合教育研究開発センター（仮称）、留学

生センター及び全学教務委員会が連携して内容の充実に努める。」に係る状況 

18 年４月に共通教育センターを設置し、センター長１名、協力教員４名を配置

し、10 月には、専任教員１名を採用した。19 年度に、共通教育英語外部評価を実

施し、報告書が提出され、21 年度の改革に向けての検討に着手した。 

その他、学外の教育力も導入し、「実践起業人材論」「人権問題論」「エネル 

ギーと環境」等を開講し、留学生センターでは国際理解のための科目として「日本 

事情」「多言語コミュニケーション学」「日本語コミュニケーション技法」を開講

し内容の充実を図った。 

 
      b)「小項目３」の達成状況  

(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．全学において学生による授業評価アンケートの実施、ベストレク 

チャー発表会、教育改革・改善支援経費成果発表会、各種講演会・研修会、全学 

FD ワークショップの開催、FD 報告書の作成等を行った。各学部において、教員

相互の授業公開の開催や、定期的に FD 学習会等を継続的に開催している。 

２．学外の有識者で構成する宇都宮大学懇話会メンバーとの意見交換を行ってお

り、各学部も、同窓会や有識者から意見を聴取している。 

３．18 年４月に共通教育センターを設置し、共通教育の新たな実施体制を整備す

るとともに、学外の教育力を導入して授業科目の充実を図った。 

 

   ○小項目４「国内外の高等教育機関と教育面での連携を強化し、本学の教育の充実に

役立てる。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

    計画 19－１「近隣の大学等を中心に、高等教育の連携組織を整備し、単位互換や

カリキュラム開発研究などを通じて、教育の質的、量的充実に努める。特に栃木県

内にあっては、高等教育連絡協議会を充実し、一層の連携強化を図る。」に係る状

況 

「栃木県高等教育連絡協議会」において、単位互換や大学間連携講座等を行う
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組織「大学コンソーシアムとちぎ」が 17 年４月に設置され、県内の全高等教育機

関が参画して、18 年度から連携講座を実施した。19 年 10 月に、「単位互換に関す

る包括協定書」が締結され、一層の連携強化が図られた。19 年度の大学コンソー

シアムとちぎ連携講座は、他機関から 80 名の学生が受講した。 

17 年度に茨城大学、群馬大学、埼玉大学と大学院の教育研究に関する連携につ

いての協定書を取り交わし、先導的 IT スペシャリストのプログラムを初めとして

単位互換や４大学共同大学院の実現を進めた。 

 

    計画 19－２「外国の高等教育機関との教育連携を質量ともに充実させるとともに、

修得単位の認定は柔軟に運用できるようにする。」に係る状況 

17 年度は、協定校以外への留学による単位の認定について検討するため、他大

学での取組み状況を調査した。 

18 年度は、私費留学生の修得した単位の認定について、17 年度及び 18 年度に実

施した他大学の調査結果に基き全学教務委員会で審議し検討した。 

19 年度は、協定校への私費留学については運用できるよう基本方針を策定し、 

20 年度から実施することにした。 

 

      b)「小項目４」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．17 年４月に「大学コンソーシアムとちぎ」が設立され、県内の全

高等教育機関が参画して、連携講座を実施した。19 年 10 月に、「単位互換に関

する包括協定書」が締結され、一層の連携強化が図られた。 

２．茨城大学、群馬大学、埼玉大学と、大学院の教育研究に関する連携についての

協定書を取り交わし、単位互換や４大学共同大学院の実現を進めている。 

３．協定校への私費留学についての単位認定について運用できるよう基本方針を策

定した。 

 

   ○小項目５「学部・研究科の特色を発展させるため、その充実に努める。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 20－１「国際学部・国際学研究科は、APSIA の理念と目的である、政府・民間・

非営利の三部門における国際的高度専門職業人養成に向けて、新設の「国際交流研

究専攻」を中心に、特に市民レベルの国際交流・国際貢献に関わる教育研究体制を

整備し、この分野の実践的教育を充実させる。」に係る状況 

国際交流・国際貢献に関する教育に資するため、学部講座組織を改編した。 

APSIA の理念に従い読解力、表現力、調査・分析能力、企画立案能力、コミュニ

ケーション能力の強化を図っている。 

実践的教育の充実のため、18 年度から学部専門科目として「国際キャリア開発」

「国際学特殊講義Ⅰ（外交論）」とを開講することとした。 

海外留学中の学生に対する「卒業研究準備演習」をインターネット等により遠

隔指導した。 

大学院課程では、国際交流・国際貢献に関わる科目を多数新規に開講し、教員

組織もこれに対応して編成した。 

国際交流研究専攻の設置に伴い、「国際学臨地研究」「国際 NPO 起業論」「国

際 NPO 管理論」「国際ボランティア論」を開講し学部も含めて体系的な国際的高度

専門職業人養成の実践的教育を充実させた。  
 

    計画 20－２「教育学部及び教育学部附属「教育実践総合センター」は附属学校等

及び学外の教育研究機関と連携し、教員の養成及び研修における実践的指導力の向

上を積極的に支援する活動を推進する。」に係る状況 

スクールサポートセンターが行う外部の学校との連携活動を中心に、実践的指
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導力を向上させる教員養成に成果を上げた。 

 

資料：スクールサポートセンターパンフレット 

 

学外との連携により、新たな授業科目「教育実践インターンシップ」を開講し、

実践的指導力を向上させる取組みを行った。 

栃木県教育委員会との連携によるサマーセミナーなど、学校教員対象の研修に

成果を上げた。 

教育実践推進室や教育実践総合センター地域連携部門を立ち上げるとともに、 

生涯学習教育研究センターとも連携し、実践的教育の実施体制を整備した。 

これらの諸活動を通して、地域との連携を強化している。 

 

    計画 20－３「工学部附属「ものづくり創成工学センター」を中核にして、工学部

におけるものづくり創造性教育を一層充実させる。なお、工学研究科の特色である

副専門研修制度の一層の充実を図る。」に係る状況 

ものづくり創造性教育を推進するため、学部講義として創成工学実践とものづ 

くり実践講義、大学院講義としてものづくり実践特論を実施し、そのシンポジウム

を開催した。ラピッドプロトタイプ装置や三次元測定機などの利用促進を図るとと

もに、学科横断的なプロジェクト創作活動の支援を行ない、新規科目として創成プ

ロジェクト実践 I、II を 21 年度から開講し、PBL 型授業科目の支援を図った。一

方、実務体験型と専門知識実践型インターンシップの実施により、実社会でのもの

づくり体験を図るとともに、双方向インターンシップの創設により、副専門研修制

度の一層の充実を行なった。 
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資料：ものづくり創成工学センターシラバス「ものづくり実践講義」（左表） 

   ものづくり創成工学センターシラバス「ものづくり実践特論」（右表） 

 

 

    計画 20－４「農学部・農学研究科は、建学以来の実践的・体験的農業教育の伝統

を受け継ぎ「現場から発想し、現場に貢献する農学の創造」をモットーに教育を一

層充実させるとともに、博士課程については東京農工大学大学院連合農学研究科博

士課程を維持し、一大学では期待しがたい分野、特に、生物資源に関わる諸分野を

中心に創造的に活躍できる実践的な高度専門職業人及び研究者を育成する。」に係

る状況 

     教育の体系化と実践化から、プログラムを開発し実施している。学部教育の基幹

としてコア科目（「農業と環境の科学」、「生物資源の科学」）とコア実習（附属

農場、附属演習林での実習と関連施設等の見学・調査）を実施し、実践機会として

全学科に「専門インターンシップ」を導入した。附属施設を教育面で有効利用し、

農業士や試験場等のインターンシップによる体験を活かし、講義の裏付けにつなげ

実学を身に付け現場に貢献する農学の創造に役立つ人材の育成を進めている。 

        地域と連携した学部プロジェクト「高根沢プロジェクト」「那珂川プロジェクト」

も実践的な教育機会として活用している。 
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資料：農学部プロジェクト「高根沢プロジェクト報告書」 

 

 

連合大学院の博士号の授与は、東大、京大に次いで３位の実績を維持している。

教育プログラムは、課程制を導入し体系的なカリキュラムに基づいた能力の向上と

成績評価を行うとともに、定期的な研究交流会・共同ゼミを通じて高度で多様な就

学機会を創設している。 

 

      b)「小項目５」の達成状況  
(達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．国際学部・研究科では、国際交流・国際貢献に関する教育に資す

るため、学部講座組織を改編した。大学院課程では、「国際学臨地研究」、「国

際 NPO 起業論」「国際 NPO 管理論」「国際ボランティア論」など、国際交流・国

際貢献に関わる科目を多数新規に開講し、教員組織もこれに対応して編成した。 

２．教育学部・研究科では、教育実践推進室や教育実践総合センター地域連携部門

を立ち上げ、生涯学習教育研究センターと連携し、実践的教育の実施体制を整備

した。また、栃木県教育委員会、宇都宮市教育委員会、各種学校と連携すること

で学生の実践的指導力の向上に努めた。 

３．工学部・研究科では、ものづくり創成工学センターを中核として、学部講義と

して創成工学実践とものづくり実践講義、大学院講義としてものづくり実践特

論、双方向インターンシップなどを開講した。 

４．農学部・研究科では、附属施設を教育面で有効利用し、農業士や試験場等のイ

ンターンシップによる体験を活かし、講義の裏付けにつなげ実学を身に付け現場

に貢献する農学の創造に役立つ人材の育成を進めている。博士課程については、

東京農工大学大学院連合農学研究科を維持し、体系的なカリキュラムのもとで、

高度な専門的知見を有する研究者・技術者を養成している。 

 

②中項目３の達成状況 

   (達成状況の判断)目標の達成状況が良好である。  
   (判断理由) １．各学部において、コアカリキュラムの設定など精選したカリキュラ 

ムを専任教員が適切に担当する体制を設けた。他学部のカリキュラムの中から相
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互乗り入れできる科目についても検討した。 

２．学生の教務情報システムの整備、附属図書館の蔵書の整備、授業支援のための

情報システムの整備、実践的教育のための施設設備の充実、教室の有効利用と学

習に適した環境整備、課外活動を一層促すための施設設備の充実については、逐

次計画的に推進している。 

３．共通教育、達成度評価、FD、TA などの各プロジェクトを立ち上げ、本学におけ

る教育の基本方針を策定してきた。 

４．17 年４月に「大学コンソーシアムとちぎ」が設立され、県内の全高等教育機関

が参画して連携講座を開設した。茨城大学、群馬大学、埼玉大学と大学院の教育

研究に関する連携について協定書を取り交わし、単位互換などによる教育の充実

を図っている。 

５．各学部・研究科においては、各々の特色を発展させるため、その充実に努めて

いる。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) １．国際学部は、海外交流協定校を増加させ、留学生の派遣支援を組織

的に実施し、国際理解教育、語学教育の質的充実に努めている。（計画 20－１） 

２．教育学部は、教育実践推進室や教育実践総合センター地域連携部門を立ち上げ、

生涯学習教育研究センターと連携するなど、実践的教育の実施体制を整備した。

（計画 20－２） 

    (改善を要する点) １．全学の FD に教員の参加増を図る仕組みの構築が必要である。 

 （計画 18－１） 

２．教員相互の授業公開は、工学部と農学部に比べ、国際学部と教育学部における

実施が少なく、推進する必要がある。（計画 18－４） 

   (特色ある点) １．国際学部・研究科は、国際交流・国際貢献に関わる授業科目を新

規に開講し、教員組織もこれに対応して編成した。（計画 20－１） 

２．教育学部・研究科は、栃木県教育委員会をはじめ、各種学校と連携することで、

学生の実践的指導力の向上に努めた。（計画 20－２） 

３．工学部・研究科は、ものづくり教育の取組みにおいて、学部での創成工学実践、

専門知識型インターンシップと双方向インターンシップによる副専門必修に特

色がある。（計画 20－３） 

４．農学部は、全学科で「専門インターンシップ」を導入し、地域での実践活動を

体験することで、現場に貢献する農学の創造に役立つ人材の育成を進めている。 

    （計画 20－４）  
 

(４)中項目４「学生への支援に関する目標」の達成状況分析 

  ①小項目の分析 

   ○小項目１「学生の特性に応じた、きめ細かな学習支援体制を構築し、実践する。」

の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 21－１「附属図書館、メディア情報基盤などの学習支援環境を組織的かつ効

果的に充実させるとともに、教員の指導のもとに TA (Teaching Assistant)、チュ

ーター等を活用して、学習を支援する体制を強化する。」に係る状況 

16 年度から峰地区に限定して、土・日曜開館を実施しているが、19 年度は、試

験期間の土・日曜について、試験開始前後の２週間、開館時間を２時間延長し 19

時閉館とした。キャリア教育を側面から支援するために必要な資料コーナーを設け

た。使用済み図書の利活用を図るために、図書のリサイクルコーナーを設け、学内
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教職員・学生から不要図書の寄附を仰ぎ、17 年度以降の３年間で 11,023 冊の寄贈

があった。 

17 年度以降、「情報処理基礎」の授業で学術文献検索を中心にした図書館リテ

ラシー教育を実施している。 

TA の資質を高めるため、各学部の教室、学科等においてガイダンス指導・研修

を実施している。特に、留学生センターでは、工学研究科の協力のもとに留学生に

対する学習指導の面で TA を活用していく方策を検討するため、「チューターと留

学生との懇談会」を開催し、学習指導面等についてアンケート調査を実施した。 

 

    計画 21－２「TA、チューターの任務、配置及び採用の基本方針を見直す。」に係る

状況 

全学的な視点から、TA を共通教育の必修科目、英語コミュニケーション、情報

処理基礎に配置しているが、16 年度に新たに学生数の多い教養教育科目に配置し

た。 

19 年度は、「TA 指導手引書」を作成し、それを基に後期の授業開始時に、各授

業担当教員から TA へ指導を行った。「TA 選考のあり方に関して（指針）」を策定

し、具体的な選考基準・選考方法については、各学部・研究科で検討することとし

た。 

 

資料：TA 指導手引書 

  

 

チューターと留学生との懇談会やガイダンスを開催して、チューターの任務や

学習指導面等についての感想、意見のアンケート調査を実施した。 

留学生センターと学部が合同でチューター懇談会や研修会を実施して、留学生 

に対するチューターの採用方法の改善を図っている。 

 

    計画 21－３「オフィスアワーや予約制による面談時間を設けて、学習支援を強化

する。」に係る状況 

18 年度に、シラバスのオフィスアワー記載を必須項目とし実施場所及び時間を

明示した。非常勤講師のオフィスアワー設定は任意とした。 
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18 年５月から、留学生センター分室を陽東地区に設置し、工学部・研究科留学

生に対して週１回修学、生活上の相談を実施した。 

19 年度において、全教員を対象に「オフィスアワーの現状に関する調査」を１

～２月に実施した。回収率は約 60％であり、回答したほぼ全教員がシラバスにオ

フィスアワーの場所と時間を明示していること、ただし、オフィスアワーにおける

来訪者数は教員によって差があり、総じて少ないことが明らかになった。学生の質

問や相談の内容としては授業や卒業論文に関することが多いが、これ以外にも修学

指導、学生生活、進路・就職に関することまで幅広いこと、オフィスアワー以外に

予約無しに訪ねてきた学生に対し、80％を超える教員が対応していることが明らか

になった。 

年２回前期と後期の開始時に個別成績表を学年担任が配付し、各学生の達成度 

に応じたアドバイスや指導を行っている。 

 

資料：オフィスアワーの現状に関する調査 

 

 

      b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．附属図書館においては、土・日曜日開館の実施、学内教職員・学

生からの寄贈図書の受入れ、学術文献検索を中心にした図書館リテラシー教育の

実施などを行っている。 

２．TA 指導手引き書を作成し、これに基づいて TA を対象にしたガイダンス指導を

実施している。留学生に対するチューターを対象にした懇談会やガイダンスを実

施して、学習支援の充実に努めている。 

３．オフィスアワー、メールアドレスの周知徹底により、学生の様々な問題解決の
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支援に対応している。学期開始時に学年担任が個別成績表を配付し、指導を行っ

ている。 

 

   ○小項目２「学生の生活に関する事案に応じた、きめ細かな支援体制を構築し、実践

する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
     計画 22－１「教職員が一体となって、学生の生活、心身の健康、対人関係、アカ

デミックハラスメント、セクシュアルハラスメント等の問題に対処する支援体制と、

課外活動の組織及び施設・設備等を整備して、学生の自主的活動を積極的に支援す

る。」に係る状況 

カウンセラー３名体制として、面接に加え電子メール相談を開設し、学生の生活、 

心身の健康、対人関係等多種多様な相談に迅速に対応できる体制を整備した。 

新たに学生センター１階に相談室を開設し、学生が相談を受けやすい環境整備を 

行うとともに、学生相談の流れをホームページ及び CANS（学生用掲示板）に掲載し、

学生に対する周知・啓蒙を図った。（本学 HP 学生相談について URL： 

【http://www.utsunomiya-u.ac.jp/campuslife/gakuseisoudan.pdf】） 

17 年度以降、人権侵害防止のための啓発活動として、リーフレットの作成を行う 

とともに、相談窓口など本学における人権防止措置についてホームページに掲載し

た。 

また、優れた活動実績をあげた団体及び個人に対して評価の上、学長表彰を行っ 

た。 

課外活動連絡会議の円滑な運営を図るため、関係諸規程を定め、学内における顧 

問職員の位置付けを明確にした。 

初の関東甲信越大学体育大会祝勝会・慰労会を 10 月に約 200 名の学生の参加を 

得て実施した。 

 

資料１：「課外活動団体の顧問職員に関する取扱要領」 

 

    計画 22－２「留学生センターを中心に留学生の生活支援体制を整備し、充実させ

るとともに、経済的支援を充実させる。」に係る状況 

留学生後援会事業のより充実した支援を図るため、新たに①ホームステイ補助

事業、②緊急事態対応等特別事業、③マナー講習会の開催、④困窮者に対する支援

事業の充実、⑤民間宿舎等の確保を図った。 

国際交流会館に非常勤の管理人を配置し、管理運営を強化した。また、職員宿  
舎及び職員集会所を留学生用に暫定的に使用できることとした。  

工学部に留学生センター工学部分室を設置し、留学生センター専任教員などに

よる定期的な相談及び情報提供等を実施している。  
 

    計画 22－３「長期履修制度などを利用して、社会人の生活及び学習環境の一層の

改善策を講じる。」に係る状況 

長期履修制度は 14 年度入学者から適用し、大学院の募集要項及び学内の掲示等

で本制度の周知を図り、多くの学生が利用している。（19 年５月１日現在：国際

学研究科 13 名、教育学研究科 20 名、工学研究科 16 名、農学研究科３名、計 52

名）キャリアアドバイザーを峰・陽東地区に各１名配置した。 

    夜間ならびに休日を利用して授業や研究指導を行うなど、学習指導法を工夫して

いる。 

     教育学研究科は、19 年度に栃木県教育委員会派遣研究生の修学期間を１年から 

２年に延長した。 
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計画 22－４「各種奨学金を開拓するとともに本学独自の奨学金制度の可能性を検

討し、その実現を目指す。」に係る状況 

「宇都宮大学奨学金（成績優秀奨励賞）要項」を制定し、17 年度から奨学金（奨

励賞）の授与を開始した。 

18 年６月に創設した峰が丘地域貢献ファンド事業の中で、地域貢献活動を行っ

た学生を対象とする学生奨励金の仕組みを構築し、19 年度は６団体及び個人（６

人）に対して学生奨励金を支給した。 

 

      b)「小項目２」の達成状況  
(達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．カウンセラー３名の配置、相談室の設置などにより、多種多様な

相談に対応できる体制を整備するとともに、学生相談に関する案内を周知した。 

２．課外活動共用施設棟の整備と関係諸規程の整備、優れた活動実績をあげた団体

及び個人に対する学長表彰、関東甲信越大学体育大会祝勝会・慰労会の開催など

を行った。 

３．留学生後援会にあっては、ホームステイ事業補助、緊急事態対応等特別事業、

貸付金の強化、民間宿舎の確保等を行い、地域との連携を図っている。工学部に

留学生センター工学部分室を設置し、留学生センター専任教員による定期的な相

談及び情報提供等を実施している。 

４．長期履修制度の利用、夜間ならびに休日を利用した研究指導により、社会人に

配慮した学習指導法を工夫している。 

５．本学独自の奨学金として、成績優秀者を対象とした奨学金のほか、峰が丘地域

貢献ファンド事業の中で、学生奨励金の仕組みを構築した。 

 （本学 HP 峰が丘地域貢献ファンド事業について URL： 

【http://www.utsunomiya-u.ac.jp/found/index.html】） 

 

   ○小項目３「学生の就職支援体制と支援業務を充実させる。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画 23－１「職員の再配置を含めて、就職支援体制を一層強化する。」に係る状況 

キャリア教育と進路・就職支援を一層強化する目的で、19 年１月にキャリア教

育・就職支援センターを設立した。将来の生き方や職業とのかかわりについて考え、

主体的にキャリア形成を行えるようにすることを目指すキャリア教育と、今までの

就職支援部門が行ってきた就職情報や、就職ガイダンス・セミナーの企画・実施等

の就職活動支援とを一体化した体制をとった。 

専任教員（１名）を配置し、各学部から選出された協力教員（４名）、キャリ 

アカウンセラー（２名）、事務職員（５名）等とも連携し、進路相談等にも対応し、

教員と職員が一体となった組織で、学生に対しきめ細かな支援を行っている。 

 

    計画 23－２「適性と能力に合った職業選択の目を養うためのキャリア教育を導入

し、継続的に充実させる。」に係る状況 

専任教員によるキャリア創造科目として、学部授業として、「人間と社会」（前 

期２単位３コマ）及び「キャリアデザイン」（後期２単位３コマ）の２科目、大学

院授業として「キャリア教育特論」（後期２単位１コマ）を開講した。外部講師に

よる「ベンチャー企業論」、「自己実現論」、「実践企業人材論」を開講し、全学部・

全学年に亘りキャリア教育の充実を図った。 

 

    計画 23－３「インターンシップ制度を活用し、就職支援体制を充実させる。」に 

係る状況 

栃木県経営者協会と共同でインターンシップ推進協議会を設立し、受入先拡大

を図ってきた。19 年度は、事前講習として７月にインターンシップのための「ビ
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ジネスマナー講習会」を実施し、参加者 57 名があった。ハイパーキャンパス等を

利用して、約 220 名の学生がインターンシップを行い、職業観の醸成等、キャリア

形成の構築に努めた。 

国際学部では、「国際学インターンシップ」、教育学部では、「教育実践イン

ターンシップ」、工学部では、「実務体験型インターンシップ」及び「専門知識実

践型インターンシップ」を実施した。 

20 年度実施に備えて学部との連携の下に、インターンシップガイドブックを作

成した。 

 

               資料：ビジネスマナー講習会 

 

 

計画 23－４「就職情報の提供などの就職支援活動を充実・強化する。」に係る状況 

主な就職支援活動として、各年毎に社会のニーズに合った企画を検討し、実行し

ている。 

19 年度においては、本学独自に開催している「宇都宮大学キャリアフェステバ

ル」を開催し、パネルディスカッション及び分科会等に約 600 名の参加者があった。 

学内合同企業説明会においても新たな企業に参加願い実施した。（参加企業 98

社、参加学生 727 名） 

各学部で、卒業生による就職セミナーをはじめ、積極的な支援活動を行ってい

る。 

 
      b)「小項目３」の達成状況  

(達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．教員と職員とが一体となった組織としてキャリア教育・就職支援

センターを設置し、キャリア教育と進路・就職支援を一層強化した。キャリアカ

ンセラーの配置により学生の進路相談をきめ細かに支援している。 

２．キャリア教育専任教員の採用と学外教育力を導入して、キャリア創造科目を開

講した。 

３．キャリア教育・就職支援センター及び各学部において、公募型インターンシッ

プやハイパーキャンパスシステムについて、説明会等を行いインターンシップを
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実施している。 

４．学生への就職支援として、説明会、ガイダンス、就職対策講座、各種テスト、

インターンシップ、進路相談等きめ細かに実施されている。 

５．19 年度においては、本学独自に開催している「宇都宮大学キャリアフェステバ

ル」に新企画のパネルディスカッション及び分科会等を実施した結果、約 600 名

の参加者があった。 

 

②中項目４の達成状況 

   (達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。  
   (判断理由) １．附属図書館における学生支援、TA やチューターの配置、オフィス

アワーの開設、学年担任による修学指導など、きめ細かな学生支援を実施してい

る。留学生や社会人に配慮した生活支援や学習環境の整備に努めている。  
２．学生の生活、心身の健康、対人関係、アカハラ、セクハラ等多様な相談に対応

できる体制を整備した。課外活動の組織、施設・設備等も順次整備することで、

学生の自主的活動を支援した。  
３．本学独自の奨学金制度として、成績優秀者を対象とした「宇都宮大学奨学金」

や、地域貢献活動を行った学生を対象とした「峰が丘地域貢献ファンド・学生奨

励金」の仕組みを構築した。  
４．教員と職員とが一体となった組織として「キャリア教育・就職支援センター」

を設置して、キャリア教育と就職支援体制を一層強化した。  
 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) １．附属図書館における土・日曜日開館や、「情報処理基礎」の授業科

目における図書館リテラシー教育を実施している。（計画 21―１）  
２．学期開始時に学年担任が個別成績表を学生に配付して、修学指導を行っている。 

（計画 21―３）  
３．「課外活動団体の顧問職員に関する取り扱い要項」を制定した。（計画 22―２） 
４．保健管理センターにカウンセラー３名を配置して、心の健康に関する相談体制

を整備した。また、キャリア教育・就職支援センターにキャリア・アドバイザー

を配置したことで、学生の進路・就職相談をきめ細かく支援することが可能にな

った。（計画 22―１）  
５．18 年６月に創設した「峰が丘地域貢献ファンド」の中で、地域貢献活動を行っ

た学生を対象とする学生奨励金の仕組みを構築した。（計画 22―４）  
   (改善を要する点) １．教員を対象とした調査の結果、オフィスアワー以外の時間に

学生が来訪することが多く、相談の内容は多様であることが明らかにされた。こ

れを踏まえた本学独自の改善が必要である。 

２．学生相談において、個々の相談内容に応じた適切な対応ができるよう相談員の

資質向上を図る必要がある。（計画 21―3） 

３．留学生や社会人に配慮した生活支援や学習環境の整備について、一層の充実を

図る必要がある。（計画 22―２、22―３） 

(特色ある点) １． TA 手引き書に基づいて、TA を対象にしたガイダンスを実施し

ている。（計画 21―２） 

２．合同企業説明会に、地域経済団体を積極的に活用している。（計画 23―４） 

３．「課外活動団体の届け出及び認定に関する要項」を制定した。（計画 22―１） 

４．長期履修制度、夜間・土日の開講など、大学院生の状況に応じた教育体制をと

り、学習環境の改善を図っている。（計画 22―３） 

 



宇都宮大学 研究 

- 40 - 

２ 研究に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 

○小項目１「基礎から応用に至る基盤的研究を推進するとともに、個性的で発展性

のある研究を積極的に推進する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画１―１「持続可能な社会の形成を促す研究を中心に、国際学、教育学、工学、

農学の各分野において、個性的で発展性のある研究を積極的に支援する。」に係る

状況  
大学の基本的な目標に沿った研究プロジェクトとして、持続可能な社会の形成を促

す研究を中心に、重点研究を推進している。16年度から、本学を代表する研究プロ

ジェクトを支援するため、公募要領・選考要領を策定して公募を行っている。 

     19年度からは本研究プロジェクトを、「特定重点推進研究」と「公募型重点推進研

究」に区分し、特定重点推進研究は、国際学、教育学、工学、農学の各分野にまた

がった横断的かつ複合的な研究を特色としている。 

 

資料：重点研究プロジェクト 

年度 申請件数 採択件数 採択金額 (千円 ) 
16 25 13 25,000 

17 23 14 35,480 

18 16  8 31,860 

 
資料：１９年度重点研究プロジェクト   

 申請件数 採択件数 採択金額 (千円 ) 

特定重点推進研究     6     6 30,000 

 

公募型重点推進研究 10     6 15,000 

 
教育学部は、教員養成方法に係る学部全体の取り組みが評価され、17 年度の教

員養成 GP の採択に至った。  
農学部は、17年度から毎年、農林水産省主催で開催される「アグリビジネス創出

フェア」に出展し、研究の成果等を広く社会に発信した。 

 
    計画１－２「個性的で発展性のある重点研究プロジェクトを新設する。」に係る状

況  
     17年度に、「持続可能な社会の形成を促す研究」を新たな選考基準の下に、「重点

研究推進」として学内助成課題14件を認定した。経費の措置をしないが、重点推進

研究として３件を認定した。引き続き「重点推進研究」のあり方及び選考方針を見

直し、本学が拠点となるような研究プロジェクトの立ち上げについて検討を行うこ

ととした。 
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b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 
(判断理由) １．大学の基本的な目標に沿った研究プロジェクトとして、持続可能な社 

会の形成を促す研究を中心に、重点研究を「特定重点推進研究」と「公募型重点推

進研究」に区分し多額の学内資金を助成して推進してきた。 

２．教育学部全体として、教員養成に関する研究に取組んだ。この成果は、教員養

成GPの採択という形で評価された。 

３．農学部は、17年度から毎年、研究の成果を広く社会に発信するために農林水産

省主催の「アグリビジネス創出フェア」に出展を行っている。 

 

○小項目２「独創的な研究を重点的に育成するための支援を行う。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
    計画２－１「教育研究評議会のもとに設置した研究企画会議において、研究に関す

る基本的事項を審議するほか、重点研究プロジェクトの選定と評価を行い、必要に

応じ研究推進のための支援体制を構築する。」に係る状況  
     17年度は、新たな選考基準の基に、「重点推進研究」として学内助成課題14件を

認定し、経費の措置をしない重点推進研究として３件を認定した。また、外部大型

研究資金獲得に向けたプロジェクトチームを結成した。  

    18年度は、８件を重点推進研究として認定し、中間発表会を公開により実施した。

成果発表は19年４月に行った。 

19年度の重点推進研究として、特定型６件と公募型６件を認定し、研究経費の助成

を行った。公開発表会を３月に開催し，評価を行った。その結果を、次年度の継続申

請の選考の際に査定額等に反映させることとした。 

    19年４月に設立したオプティクス教育研究センターが中心となり、「オプティクスの

国際教育研究拠点形成」のプログラム名称で，20年度グローバルCOEプログラムに申請

した。 

 
計画２－２「個性的で発展性のある重点研究プロジェクトを新設する。」に係る状

況  
 17年度は、新たな選考基準の下に、「重点研究推進」として学内助成課題14件、 

経費の措置をしない重点推進研究として３件を認定した。引き続き｢重点推進研究｣ 

のあり方及び選考方針を見直し、本学が拠点となるような研究プロジェクトの立ち 

上げについて検討を行うこととした。 

 

      b)「小項目２」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) 個性的で高い評価、あるいは高度な内容を有し、社会のニーズに応え、貢献で

きることが期待される研究プロジェクトを重点推進研究として認定し、その推進を図った。 

 

○小項目３「研究成果を広く社会に公表するとともに、効果的に還元する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
   計画３―１「研究成果を迅速かつ効果的に社会に公表するために、教員の研究情報 

ファイリングシステムを社会のニーズに合わせて一層充実させる。」に係る状況  
教員各自が自己のデータを蓄積管理する、「教員基礎情報 DB システム」が稼動２

年目を迎えて情報内容が充実したものとなった。各教員は、この蓄積された情報の

うち、科学技術振興機構「ReaD」に適した最新の情報あるいは「ReaD」で公開した

い情報を各自が選択し、随時転記することができるようにした。19 年度に機関リポ

ジトリを構築し、研究情報のファイリング化が可能になった。これらによって蓄積

された情報は、地域連携や産学連携における社会のニーズに応じて、情報を取り出

すことが可能となり、迅速な提供を行っている。  
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   計画３－２「産業界等のニーズを的確に把握・整理して学内に周知することにより、 

地域共同研究センター等の学内センターと産官との連携を強化し、研究成果の社会 

還元を積極的に展開する。」に係る状況  
     16年度は、地域共生研究開発センターが中心となり、本学の知的シーズの公表につい

て検討し、「研究シーズ集」を刊行した。 

17年度にも、「地域共生研究開発センターシーズ集」を刊行した。研究成果を効果的

に社会に公表するため、10月開催の「シーテックジャパン2005」、18年２月開催の産学

官連携フェア（合同シーズ展）に出展し、本学の研究シーズ等の広報活動を行った。「

地域共生研究開発センター産学交流振興会」と連携し「金曜イヴニングセミナー」を

３回開催し、産学官連携の重要性に関する啓蒙活動を行った。 

    18年度には、第５回産学官連携推進会議、とちぎ産業フェア、アグリビジネスフェア、

産学連携フェアにおいて研究成果等を公表した。 

19 年度には、産学官連携推進会議、「イノベーションジャパン 2008」等への出展及び 

12 月の第 1 回宇都宮大学企業交流会や４大学（本学、茨城大学、群馬大学、埼玉大学）

合同の特許技術説明会を開催した。研究シーズ集の発行により、本学の研究シーズ等

の情報発信を行った。 

11 月に開催されたアグリ支援機構と栃木県が共催する地域連携事業第５回交流

会において、地域共生研究開発センターの産学官連携に関する取り組みの状況を周

知し連携強化を図った。  
 

資料：本学 HP 地域共生研究開発センターシーズ集 URL： 

   【http://www.sangaku.utsunomiya-u.ac.jp/chiiki/seeds/index.html】 

 

資料：金曜イヴニングセミナーチラシ 

 

資料：アグリビジネス創出フェア URL： 

   【http://www.s.affrc.go.jp/docs/agribiz/index.html】 

資料：イノベーションジャパン２００７URL： 

【http://expo.nikkeibp.co.jp/innovation/】 
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b)「小項目３」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １． 教員各自が自己のデータを蓄積管理する「教員基礎情報DBシステム」

が、稼働２年目を迎えて情報内容が充実したものとなった。各教員は、この蓄積さ

れた情報の内「ReaD」に適した最新の情報あるいは「ReaD」で公開したい情報を選択

し、随時転記することができるようになった。 

２．国際学部、教育学部、工学部及び農学部の４学部を中心に、研究者情報、研究シ

ーズ集、外部データベースによる積極的開示を行い、社会に広く公表している。 

３．地域共生研究開発センターでは、産学官連携推進会議、イノベーションジャパン 

2008等への出展や本学主催の企業交流会等を積極的に行っている。 

４．４大学（本学、茨城大学、群馬大学、埼玉大学）では、連携して合同の特許技術

説明会を開催、研究シーズ集の発行等をおこない、社会に広く情報発信を行っている。 

 

○小項目４「社会及び地域の学術、文化、産業及び生涯教育を支援する中核としての

機能を担う。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析 

    計画４－１「産業界等のニーズを的確に把握・整理して学内に周知することにより、

地域共同研究センター等の学内センターと産官との連携を強化し、研究成果の社会

還元を積極的に展開する。」に係る状況 

計画【３－１】に同じ。 

 
    計画４－２「「とちぎ産業創造プラザ」（栃木県）内に設置した「とちぎ大学連携

サテライトオフィス」を産学官連携活動の推進のために積極的に活用する。」に係

る状況 

     16年度は、本学の地域共同研究開発センターが事務局を務める「とちぎ大学連携サ

テライトオフィス」を介して、地域産業界のニーズと本学教員の研究シーズの情報

交換会・技術相談会（101件）、講演会・技術セミナー等を15回開催するなど、連携

が強化・活発化し、工学部教員による大学発ベンチャー第２号が立ち上がった。 
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資料：大学発ベンチャー 

  

 

 17年度は、「とちぎ大学連携サテライトオフィス」の主催により毎年、学生・企業

発表会を開催しており、知事賞、金賞、銀賞を受賞した学生の研究成果を、市民を

対象とした「栃木科学・技術シンポジウム」で再度発表させることにより、学生の

研究活動意欲向上を図った。19年度から、これまでの知事賞、金賞、銀賞に加え、

地域の各機関からの冠賞を設けることで表彰の内容を充実させた。 

 
      b)「小項目４」の達成状況   

(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) １．県内の 18 大学で構成する「とちぎ大学コンソーシアム」が組織化

され本学は、同コンソーシアムの発足以来の幹事校として中核的役割を果たし、 

地域の学術、文化等を積極的に支援している。 

２．地域共生研究開発センター、知的財産センターを一体化して運営することによって研

究成果の社会的還元を加速させると同時に、地域共生研究開発センターが中核となっ

ている「とちぎ大学連携サテライトオフィス（県内 13 大学で構成）」の活用により、 

研究成果の社会還元を積極的に展開している。 

 

○小項目５「組織的に研究の水準・成果を把握し、研究の推進に努める。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
    計画５―１「研究企画会議を中心に策定した重点研究プロジェクトの評価システム

に基づいて、重点研究プロジェクトの研究水準と進度を把握し、必要に応じて一層



宇都宮大学 研究 

- 45 - 

の推進のための支援を行う。」に係る状況  
      16年度は、16件の重点研究プロジェクトを採択した。重点研究プロジェクトの研

究水準や進捗状況に関し、構成員が情報を共有し更なる向上に資するため、研究成果

発表会を17年５月に実施した。 

    17年度は、重点推進研究として認定したプロジェクトの、学外者による当該評価の

一環として、６月に公開で研究発表会を実施し、18年１月に中間ヒアリングを公開で実

施した。 

    19 年度は、重点推進研究の在り方及び選考方法等について検討し、次年度の公募要 

領を見直し、本年度採択された研究プロジェクトの成果発表会を、ヒアリングを兼ねて 

３月に実施した。審査結果については次年度の助成額等を決定する評価資料とするこ 

ととした。 

 
    計画５－２「各学部・施設等においても、研究に関する点検評価システムを確立し

て、研究水準を把握し、必要に応じて研究水準の向上のための支援策を講じる。」

に係る状況  
17年度に、「大学教員評価規程」、「教員評価指針」、「教員評価実施要領」、「教員評価委

員会規程」を制定し、18年度に教員評価の試行を行った。 

国際学部では、研究評価に基づき研究費を配分した。教育学部では、自己点検・評

価を行うとともに、他大学の状況についても検討を行った。工学部では、教員評価

規程等に基づき、研究水準を自己点検・評価するとともに、研究水準の向上を目指

し中間発表会を行った。18年度重点推進研究プロジェクトとして採択された４件の

研究を工学部ホームページに公開した。農学部では、教員評価規程等に基づき自己

点検・評価をし、先の「平成14年着手分野別研究評価書」をも参考に研究水準把握

に努めている。研究水準の向上のために、各種プロジェクトの立ち上げのほか、栃

木県、群馬県などとの組織的な連携を進めている。更に各教員の指定す

る研究成果をリストアップし、Webまたは学術報告への掲載等で公表することとした。 

各センターは16年度に自己点検・評価委員会を設置し、報告書を発行することとし

た。18年度には教員評価の試行を行った。留学生センターでは、外部評価を受ける

ための対応・準備の一環として、18年３月に他大学の状況を調査した。 

         
      b)「小項目５」の達成状況  

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．研究に関する水準及び成果を評価把握するために、教員評価規程、

教員評価指針及び教員評価実施要を制定した。各学部及びセンター等は、規程等

に沿って自己点検・評価委員会を設置し、自己点検・評価を行っている。 

２．重点推進研究として認定したプロジェクトについて、ヒアリングを兼ねて研究成果発

表会を公開で実施するとともに、公募要領の見直しを行った。これらの評価及び見直しによ

り，大学の重点研究としての点検評価を常時行っている。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 

(判断理由) １．大学を挙げて個性的で発展性のある研究を推進してきた。 

２．研究の成果は，地域共生研究センターを中心にして、広く社会に還元しており、 

各学部やセンター等においても、常時、研究の水準を高め、かつ研究成果を上げ

年報やアグリビジネス創出フェア等で広く社会に公表している。 

３．本学は、栃木県内の大学で構成される「とちぎ大学コンソーシアム」の発足以

来の幹事校として中核的役割を果たしており、地域の学術、文化等を積極的に支

援してきた。 
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③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) １．地域と密着した研究に多大の努力を傾注しており、これら地域に根差

した研究を本学の特徴としている。 

２．工学部及び農学部が中心となって、キヤノン（株）と連携し、我が国随一の光

科学技術の拠点形成と人材育成を目指し、19年４月にオプティクス教育研究セン

ターを開設した。国内初の拠点であり、大学院の授業担当講師をキャノン(株)から

派遣を受け、実務に即した内容の講義を実施し、高度技術者及び研究者の育成を図

っている。 

３．教育学部全体として、教員養成に関する研究に取り組んだ。この成果は、教員

養成GPの採択という形で高く評価された。 

(改善を要する点) 研究水準を把握し、必要に応じて研究水準の向上を支援するため

の点検評価システムの確立が、現時点では必ずしも十分ではない。 

(特色ある点) 農学部では、17年度から毎年、農林水産省主催で開催される「アグリ

ビジネス創出フェア」に出展し、研究の成果等を広く社会に発信した。 

 

(２)中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 

  ①小項目の分析 

○小項目１「策定した重点研究プロジェクトについては、研究者・研究支援者の配

置、研究費の配分及び施設・設備の利用に関して特段の配慮をする。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画６―１「研究企画会議は、重点研究プロジェクトに対する研究支援を重点的に

行う配分案を策定する。」に係る状況  
        16年度は、従来の「重点研究プロジェクト」の目的・認定条件を見直した結果、本

学を代表する研究の一層の推進を図るために、「重点研究プロジェクト」に換え、「重

点推進研究」制度を設けた。新制度では、Ａ（評価の高い研究で最大1,000万円の支

援）及びＢ（萌芽性の強い研究で最大500万円の支援）に加え、研究経費の措置はし

ないものの、優れた研究課題については、本学の重点推進研究として認定することと

した。 

        17年度は、「重点推進研究」として14件を認定し、総額35,480千円の経費支援を行

った。 

        18年度は、８件を重点推進研究と認定し、研究経費の助成を行った。昨年度に引き

続き３件を、経費の措置をしないが、本学の重点推進研究として認定した。 

        19年度は、重点推進研究を特定型と公募型に区分し、特定型６件の研究プロジェク

トを決定し、審査により研究経費を助成した。公募型は、６件採択し研究経費の助成

を行った。プロジェクトの成果発表会を、ヒアリングを兼ねて３月に開催した。審

査結果については、次年度配分額査定の際に反映させることとした。 

        重点推進研究は、将来の大型外部資金獲得のために効果的な研究資金を配分するこ

とから、研究期間中または研究終了後、大型外部資金の申請を義務づけた。 

     
    計画６－２「萌芽的研究及び若手教員による優れた研究を育成するための資金的支

援を行う。」に係る状況  
     萌芽的研究及び若手教員による優れた研究者の育成に向け研究課題を公募し、予算

を配分している。科研費以外の外部資金獲得のアドバイザーとして、地域共生研究開

発センター及び産学連携コーディネーターを協力者とした。 
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 資料：萌芽的研究及び若手教員による優れた研究  

年度 申請件数 採択件数 採択金額（千円

 16     49       25       9,305 

17     55       20 8,400 

 18     34       20 9,030 

 

 19     32       24 11,210 

 

16年度には、工学部（330万円）及び農学部（160万円）は、学部長裁量経費を使用し

て独自に若手研究者の育成を図っている。 

        アドバイザーが若手教員に対して、科学研究費補助金申請への支援を行っている。 

        国際学部は、若手教員による優れた研究を育成するために、学部内公募型プロジェ

クト支援基金を設立し、２件の応募に対して予算措置をした。 

        工学部は、学部長裁量経費の一部を利用して若手教員のための萌芽的研究の支援を行っ

た。過去に採択された科研費申請書を公開して、19年度科研費申請の参考資料として

活用した。 

        農学部は、16 年度に採択された応用開発研究２課題について、研究の実施状況の

発表会を行うなどにより、実施、進捗状況を確認し、引き続き支援を行い、研究者の

レベルアップを図った。学会等により優れた評価を受け、名誉を高めた者について

表彰を行っている。 

 

      b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 

(判断理由) １．重点研究プロジェクトは大学の代表となる研究であり、学内の研究

者からなるチーム研究体制をとっており、研究者の十分な配置と研究費の手厚い

配分を行っている。 

２．萌芽的研究及び若手教員による優れた研究者の育成に力を入れており、研究課題

を公募し、研究資金を助成している。若手教員に対しては、更なる競争的資金等の外

部資金獲得への道を開くため、各学部にプロジェクト委員を配置し、科学研究費補

助金の申請についてアドバイスを実施するとともに学部長裁量経費等での支援も行

っている。 

３．科研費以外の外部資金獲得のアドバイザーとして、地域共生研究開発センター及

び産学連携コーディネーターを協力者とした。 

 

○小項目２「従来の個人的研究に加えて、複数の教員及び学外者からなる共同研究

プロジェクトを積極的に推進する。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画７―１「全学的あるいは学内外で随時編成される共同研究プロジェクトに対し、

必要に応じて研究資金の支援を行う。」に係る状況  
     外部資金（寄附金、共同研究費）に10％の間接経費を導入し、その一部を若手研究 

者育成経費に充当した。産学共同研究を発展させるために特任研究員等の雇用を制度 

化した。 
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資料：オーバーヘッド制度 

加えて、科学技術振興調     

整費等への申請を督励す 

るために、研究プロジェク 

トを結成する等の場合に 

は、準備のための経費支援 

を行うこととした。 

     地域共生研究開発セン

ター及び産学連携コーデ

ィネーターの協力を得て

アドバイザーを置き，申

請へのアドバイスを受け

るようにした。 

 

    計画７－２「教員の教育研

究に関する自己の質的な

刷新を促すことができる

制度並びに研究に専念で

きる期間を設定できる制

度等の導入について検討

する。」に係る状況  
  18 年度は、サバティカ

ル制度を実施している他

大学の情報を収集し、本制

度導入に向け、引き続き検

討した。19 年度には、サ

バティカル制度及び自己

啓発等休業制度の検討を行い、規程の原案を作成し、今後関係会議において審議す

ることとした。  
 

    計画７－３「科学研究費補助金及び受託研究費や奨学寄付金等の外部資金の積極的

導入を督励し、その成果（申請、採択等）を教員の研究費配分並びに人事評価に反

映させる。」に係る状況  
      16年度には、科学研究費補助金説明会の開催や、補助金等の審査員経験者等からの

指導等をはじめ、新たに導入したオーバーヘッド制度（２％）を活用し、その一部を若

手教員のインセンティブ高揚に向けた研究経費へ充当するなど、外部資金導入に向け

た全学的な支援体制の充実を図った。 

  17 年度には、教員評価指針及びその指針に基づく教員評価実施要領を制定し、組織等

が行う教員評価の対象領域の一つである「研究領域」の評価項目に「研究資金の導入」

を設定し、評価に反映させることとした。 

 18 年４月に、科学研究費補助金の獲得額増加に向け、研究企画会議メンバーが中心

となり、学部毎に対策プロジェクトチームを設け、18 年度申請で不採択となった教員の

申請書等の見直し及び教員へのアドバイスを行うこととした。更に、受託研究等

の外部大型資金確保に向け、外部機関から講師を招き、説明会を２回開催した。 

 19 年度には、学内予算配分において、科学研究費補助金に申請しない教員に対して

教員研究費を 10％削減し、その財源を若手教員研究助成の資金として活用し、24 人

の教員に研究費を支援した。  
 

      b)「小項目２」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
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(判断理由) １．大学が積極的に推進している重点推進研究は、大学の代表となる研究

として位置付けられている。この研究組織は学内の複数の研究者からなるチーム

研究体制をとることを前提にし、学外研究者を参加させてよいこととしている。

本学の他の研究プロジェクトにおいても複数研究者体制を積極的にとっている。 

２．科学研究費補助金へは全教員が申請することを原則としており、申請しない教員

に対して教員研究費を一部削減し、それを若手教員研究助成の資金として活用し、

研究費を支援している。 

３．外部資金の積極的導入を督励しており、外部資金導入の成果を人事評価に反映さ

せている。 

 

○小項目３「特色ある研究を支援するための共同利用可能な研究環境を整備する。」

の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画８－１「研究設備の有効利用を図るため、共同利活用方式を順次整備する。」

に係る状況  
 16 年度に、利用可能な研究機器一覧表を作成し、HP に掲載した。 

 17 年度には、学内の共同利用可能な設備をリストアップし、ウェブサイト上で学内

外に公表した。利用条件等について使用責任者と調整を行い、利用に際しての詳細に

ついては更に検討を行った。 

 18 年度には、17 年度にホームページに公表した学内での共同利用可能な研究設備一覧

を更新した。 

 19 年度には、18 年度のデータを更新し、有効利用を図った。また、化学系研究設備有

効活用ネットワークに登録しており、全国規模での相互利用による有効利用を図ってい

る。（本学 HP 共同利用機器ホームページ URL： 

【http://www.utsunomiya-u.ac.jp/jyouhoukoukai/kyoudou.html】） 

本学は、茨城大学、群馬大学、埼玉大学と４大学大学院連携に関する協定を結んで

おり、その中で分析機器の相互利用を行うと同時に、化学系研究設備有効活用ネットワ

ークにも登録しており、全国規模での相互利用による有効利用を図っている。  
 

    計画８－２「全学的あるいは学内外で随時編成される共同研究プロジェクトに対し、

特に必要とされる場合には、そのチーム等の研究に必要な施設等を確保する。」に

係る状況  
 17 年度に、共同研究スペ－スの確保について検討を開始し、18 年度も継続的検討を

行った。 

     19 年度には、重点推進研究の研究プロジェクトを始め、他の共同研究プロジェクト

から施設等の確保に関する要望があった場合は、必要な施設等を手当した。  
 
      b)「小項目３」の達成状況  

(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．学内での共同利用可能な研究設備一覧を、ホームページに公表し、

その有効利用を図っている。 

２．本学は、茨城大学、群馬大学、埼玉大学と４大学大学院連携に関する協定を結ん

でおり、その中で分析機器の相互利用を行うと同時に、化学系研究設備有効活用ネッ

トワークにも登録しており、全国規模での相互利用による有効利用を図っている。 

 

○小項目４「研究支援のための学術情報資料の整備・充実を図る。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析  
    計画９－１「研究活動の成果を知的財産として管理する体制の強化を図るために、

知的財産本部の設置を目指し、知的財産の創出、特許出願件数の増加を含めた知的

財産の確保の強化とその活用の促進並びに知的財産を育む教育研究の充実に努め
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る。」に係る状況  
 16 年度に知的財産室を設置し、特許出願に要する経費として 1,000 万円を計上した。

これに加えて、外部資金の一部を出願経費等に充当することとし 14 件の特許出願を行

った。知的財産に関する専門家４人を客員教授に迎え、知的財産の創出を強化した。17

年度は地域共生研究開発センターに専任教員として教授１名を４月から配置すること

とした。本学所有特許のデータベース作成について検討を開始した。 

     17 年 10 月に、知的財産創出の推進のため、「宇都宮大学における知的財産の取扱い」

を冊子にまとめ、全教員に配付した。 

 研究成果を知的財産として管理する体制を強化するため、18 年４月に「知的財産室」

を改組し、「知的財産センター」を設置するとともに、知的財産の創出、保護、活用を

推進するため、「地域共生研究開発センター」及び「知的財産センター」との連携を中

心とする「産学官連携・知的財産本部」を設置した。 

発明協会の「平成 18 年度知的財産アドバイザー派遣事業」に申請、採択され、６月

より統括アドバイザーの派遣を受け入れ、知的財産管理活用プロジェクトを設け、知的

財産の確保の強化、活用の促進等の検討を行った。 

 19 年度には、学内組織との連携を密に行い、技術相談への対応の強化、研究シーズ

の効果的な発信に向け講演会の企画を行い共同研究を促進した。11 月に開催されたア

グリ支援機構と栃木県が共催する地域連携事業第 5 回交流会において、地域共生研究

開発センターの産学官連携に関する取組みの状況を周知し連携強化を図った。 

大学知的財産管理アドバイザーの派遣（４月）および発明発掘コーディネーター

の任用（７月）により、知財体制の強化および発明発掘、知財関連相談及び学内知財

意志啓蒙を図った。発明コーディネータが各研究室を訪問し、研究成果のヒアリングや発

明相談を行い、質の高い発明の発掘、権利化を目指した。  
 
    計画９－２「附属図書館を中心にして、共同利用の電子ジャーナル、２次データベ

ース等の学術資料を継続的に整備し、充実させるとともに、それらの利用促進のた

めのユーザ講習会を継続的に実施する。」に係る状況  
教育研究の目的達成のためには電子ジャーナルを中心とした学術雑誌を継続的に整

備する必要があることから、電子ジャーナルＷＧを設置し、全教員を対象にアンケート

調査を実施した。その結果を基に「宇都宮大学附属図書館学術雑誌基本整備方針」を策

定した。電子ジャーナル利用者に対する講習会を実施した。 

学術情報資料を継続的に整備充実するための経費を 17 年度から全学共通経費化した。

電子ジャーナルのユーザー講習会を開催した。 

「宇都宮大学附属図書館学術雑誌基本整備方針」に基づき、学術情報資料を継続的に

整備充実するとともに、19 年度雑誌購入希望調査及び学術雑誌・電子ジャーナル等導

入に関するアンケート調査を実施しその調査結果をもとに関係委員会で検討し、導入を

決定した。電子ジャーナルのユーザー講習会を行った。（参加者 89 名） 

20 年度雑誌購入調査及び学術雑誌・電子ジャーナル等導入に必要な予算は、基本的

に前年度水準を維持することにした。 

 

資料：実施したユーザー講習会 

実施場所別参加人数
ユーザー講習会名 実施日 

陽東地区 峰地区 

計 

（人）

SciFinder の利用者説明会 19 年 4 月 13 日 97 10 107 

Science Direct 初級ユーザー講習会 19 年７月３日 24 12 36 

Scopus と Science Direct のユーザー講

習会 

19 年 11 月 15 日 21 53 74 

SringerLink 電子ジャーナル・電子ブック

講習会 
20 年１月８日 12 28 40 
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 b)「小項目４」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．知的財産センターの設置によって研究支援を充実させてきている。 

２．附属図書館を中心にして、共同利用の電子ジャーナル、２次データベース等の

学術資料を継続的に整備し、充実させるとともに、それらの利用促進のためのユ

ーザー講習会を継続的に実施している。 

３．大学知的財産管理アドバイザーの派遣及び発明発掘コーディネーターの任用に

より、知財体制の強化および発明発掘、知財関連相談及び学内への知財啓蒙を促進し

ている。発明コーディネーターが各研究室を訪問し、研究成果のヒアリングや発明相

談を行い、質の高い発明の発掘、権利化に努めている。 

 

②中項目２の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 

  (判断理由) １．重点研究プロジェクトや若手研究者の育成への研究費の配分を手 

厚く行い、積極的な支援を行ってきた。科研費などの外部資金導入を推進するた

めに、研究費配分の一部削減や外部資金の導入成果について一部の学部では、教

員人事評価に反映させるなど、研究実施体制等を整備してきた。 

２．産学官連携の促進、知的財産の創出・管理・活用、研究支援のための学術情報資

料の整備・充実、外部資金導入の成果の人事評価への反映など、研究実施体制の整

備をしてきた。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) １．大学の代表となる研究として、個性的で高い評価、あるいは高度な内 

容を有し、社会のニーズに応え貢献できることが期待される研究プロジェクトとし 

て重点研究プロジェクトを推進してきた。これは、学内の研究者からなるチーム研 

究支援体制をとるとともに、大学として特段の支援を行っている。（計画１－１） 

２．産学官連携については、大学として最重点に取り組んできた。このため中心となる地

域共生研究開発センターの充実を図り、知的財産センターとの連携を強化し，その運営

を一体化させることにより知財戦略を展開させてきた。（計画３－２） 

３．大学知的財産管理アドバイザーの派遣及び発明発掘コーディネータの任用により、

知財体制の強化および発明発掘、知財関連相談及び学内知財意志啓蒙を行っている。

同コーディネータが、各研究室を訪問し、研究成果のヒアリングや発明相談を行い、質の

高い発明の発掘、権利化を目指してきた。（計画６－２、９－１）  
４．本学、茨城大学、群馬大学、埼玉大学の４大学による大学院連携に関する協定

を結んで、４大学大学院連携協議会を設置し、４大学間で共同利用可能な研究環

境の整備を図っている。（計画８－１） 

(改善を要する点) 科研費などの外部資金導入を更に推進し、大学全体の研究レベ

ルをあげるためには、研究実施体制を改善していく必要がある。（計画７－３、９

－１） 
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３ 社会との連携、国際交流等に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「社会との連携、国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 

   ○小項目１「現代社会が抱える生活・教育・文化・産業・行政・環境等の諸課題に取

り組むために、広く社会と教育研究面での交流を積極的に展開する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
    計画１―１「産学官連携プロジェクトを効果的に推進するため、地域共同研究セン

ターをはじめとする関係部局の機能を拡充強化する。」に係る状況  
     産学連携を強化するために、地域共同研究センター、VBL、機器分析センターを

統合拡充し、「宇都宮大学地域共生研究開発センター」として16年４月に発足させた。

 18年４月に、産学連携の強化に向け、「知的財産室」を改組し「知的財産センター」

を設置した。併せて、地域共生研究開発センターと連携した「産学官連携・知的財産

本部」を組織し、産業界との連携強化、並びに学内連携強化のため、関係部局の機能

の拡充強化を図った。 

各学部に「産学官連携・知的財産本部」を担当する教員を置き、産学官連携プロジ

ェクトの効果的推進を図った。 

     19年４月に、産学地域連携課の分室を陽東キャンパスに設置し、担当職員を常駐

させることで機能強化を図った。また、知財専任職員を採用し、本部機能の強化を

図るとともに、先行特許サーチ補助など教員の知財活動支援を開始した。 

  16 年度に、自治体から申請があった 11 件のプログラムを実施し、17 年度に、 

地域連携協議会で採択した 17 件の事業を実施した。 

 

    計画１－２「近隣の各種教育研究機関や企業等と連携した研究プロジェクトを推進

するため、地域の研究ネットワークを構築する。」に係る状況  
16年度に、サテライトオフィスを拠点とした研究ネットワークとして、①膜・表面

・界面研究会、②バイオメカニクス応用研究会、③医療福祉機器ものづくり研究会、

④とちぎロボット研究会の４研究会を支援・発足させ、農学部教員によりアグリ支援機

構を立ち上げ、教育・研究はもとより地域貢献等の支援事業を行ったほか、農林水産

省アグリビジネス創出フェアへ出展した。 

     17年度に、地域共生研究開発センターと、栃木県産業技術センターとの共同研究

を実施した。 

     18年度に、県内企業との連携を強化し、研究プロジェクトを推進するため、キヤノ

ン株式会社、東京電力、栃木信用金庫等と連携協定を締結し、キヤノン株式会社、東京

電力とは共同研究を実施した。 

     19年度に、烏山信用金庫、鹿沼相互信用金庫等の金融機関との連携協定の締結、地

域商工団体職員の宇都宮大学コーディネータへの任用、県工業振興課との定期的な交

流会開催、地域産学官連携推進組織の研究会への講師派遣等、地域との連携強化を図

った。クリーンエネルギー研究会、わさび研究会、M-HEXA研究会を県内企業等と立ち

上げた。 

     国際学部は、学生達が組織する国際NGOを後援し講演会等を実施した。農学部は、 

    16年度から栃木県の農林水産関係試験研究機関との研究交流を開催、17年度から 

群馬県の農林水産関係試験研究機関との研究交流を開催を実施して 

いるほか、18年度には栃木県内の農業関係、食品業界、食品流通販売業、フードサ 

ービス業、行政機関等と「とちぎ食・環境・農ネットワーク」を栃木県農務部の協 

力で立ち上げた。（栃木県HP「とちぎ食・環境・農ネットワーク」URL： 
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【http://www.pref.tochigi.jp/work/nougyou/seisan-ryuutsuu/resources/  

1185951946638.pdf】） 

          

    計画１－３「学内共同利用施設の社会開放を拡大する。」に係る状況  
     図書館では、学外利用者に対する貸出条件を大幅に緩和した結果、貸出者数、貸出冊数

が大幅に増加した。 

     地域共生研究開発センターと栃木県産業技術センターの保有する研究設備（機器）

の相互利用の協定を締結し、両センターが保有する測定機器の相互利用の便を向上さ

せた。本学と群馬大学、埼玉大学、茨城大学との機器の共同利用を可能にした。 

農学部では、16年度から毎年、全国各地のダイコン生産者、種苗企業、漬物加工

企業、一般市民、食品関連研究者等の参加による「だいこんサミット」を開催して

いるほか、附属農場及び附属演習林で大学開放事業を実施している。 

（本学HP「だいこんサミット」URL： 

【http://www.utsunomiya-u.ac.jp/event/2007/12/e_071201.pdf】） 

    

    計画１－４「サテライト授業や教育訓練給付制度を活用して、社会人に対する大学

院教育の機会を拡充する。」に係る状況  
    国際学研究科は、16年度以降サテライト授業を開講しており、国際社会研究専攻

（15年度以降入学生対象）、国際交流研究専攻（17年度以降入学生対象）が教育訓

練講座として指定を受け、社会人に対する大学院教育の機会拡充に努めた。 

   教育学研究科は、夜間及び土曜日等の開講により、社会人に対する大学院教育の機

会を拡充した。 

    16年度に、出前による免許法認定講座を開講しており、また、20年度に栃木市に

おいてサテライト授業を開講することを決定した。 

 

    計画１－５「15 年２月に新設された「高大教育連携協議会」を核にして、県内の

高等学校との教育連携を強化する。」に係る状況 

     16年度に、高大教育連携協議会の下に企画専門部会を立ち上げ、高等学校側と継

続的に連携事業を企画推進できるようにし、17年度より大学の正規授業を高校生が

受講できるよう、高校側と協定を締結した。17年度は46名、18年度は42名の参加が

あった。 

各学部で、出張講義、農業高校生を対象としたアグリカレッジ、SPPの連携、野

外実習、応用科学セミナー、ITコンクール、ITサマーキャンプ等を実施し、高等学

校等との教育連携を強化した。 

   

      b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．日経グローカルによる地域貢献度調査結果にも示されているよう

に、教育と研究の面において社会との交流を積極的に展開している。 

２．国際学部は、大学院・学部の授業を広く県民に向け公開し、学生が組織する国

際 NGO の活動を支援している。また同研究科も、サテライト授業や教育訓練講座

を活用して、社会人に対する大学院教育の拡充に努めた。 

３．教育学部は、教育実践総合センター地域連携部門を立ち上げ、生涯教育研究セ

ンターと並び地域との連携協力を強力に推進している。スクールサポートセンタ

ーも地域の学校現場との連携を深める活動に実績を上げている。SPP 他科学教育

に関する活動に積極的に取り組んでいる。宇都宮市教育委員会・宇都宮大学教育

学部連携協議会を設置し、活動を行ってきている。 

４．工学部は、地域交流ネットワークが機能し、受講者のニーズに応えることがで

きる数多くの公開講座、出張講義及び社会連携プログラムを推進した。  
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５．農学部は、学外連携窓口として「アグリ支援機構」のホームページを立ち上げ、

地域共生研究開発センターとも連携して農学部独自の地域貢献を目指す連携活動

を展開している。 

６．各学部では、出張講義、農業高校生を対象としたアグリカレッジ、SPP の連携、

野外実習、応用科学セミナー、IT コンクール、IT サマーキャンプ等を実施し、

高等学校等との教育連携を強化した。大学の正規授業を高校生が受講できるよう

高校側と協定を締結した。 

 

○小項目２「地域貢献の本学の理念「地域に学び、地域に返す、地域と大学の支え合

い」を基本に地域連携を積極的に推進する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
    計画２―１「公開講座等の内容を受講者のニーズに即して充実させるとともに、高

齢者や身体障害者など受講者の事情に配慮した受講環境を整備する。」に係る状況  
     毎年、受講者に対してアンケ－ト調査を実施しており、夜間開講の要望に対し、

17年度は、講座数を20講座に増加させた。 

     受講者に高齢者や身体障害者がいる場合は、必要に応じて会場を２階から１階に

移したり、会場に近い空きスペースに駐車できるようにした。資料も拡大コピーし

て配布するなども心がけた。生涯学習教育研究センター入口にはスロープを設置し

てある。 

19 年９月、公開講座の充実を図るために「公開講座改革検討 WG」を設置し、10

月以降計３回の会議を開催し検討した。 

 
    計画２－２「栃木県高等教育連絡協議会の世話大学として、単位互換・共同研究・

コンソーシアムの形成を推進する。」に係る状況  
        県内の短期大学、高等専門学校及び放送大学学習センターを含む全高等教育機関

が参画する「栃木県高等教育連絡協議会」において、大学間連携事業、産学公連携

事業及び共通広報の推進等の情報事業を主な事業とする、「大学コンソーシアムと

ちぎ」が17年４月に設立された。 

        19年10月に、「大学コンソーシアムとちぎ単位互換に関する包括協定書」を締結

した。 

 

    計画２－３「地域の他大学と連携して免許や資格取得のための公開講座を拡充す

る。」に係る状況  
        18年度に、地域の他大学と連携して公開講座として開講したほか、茨城大学と連

携して「社会教育主事講習」実施した。 

        また、「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」において、栃木県農

業大学校と連携を計画しており、公開講座受講者に「食農ファシリテーター」及び

「食農サポーター」の資格を取得させることとした。 

 

計画２－４「15 年２月に新設された「高大教育連携協議会」を核にして、県内の

高等学校との教育連携を強化する。」に係る状況 

        計画【1-5】に同じ。 

  

計画２－５「「とちぎ大学連携サテライトオフィス」を拠点として，栃木県産業振

興センターとの協力体制を強化し，産学官連携及び県内大学間の研究教育活動の連

携を推進する。」に係る状況  
 16 年度に、「とちぎ大学連携サテライトオフィス運営協議会」の主催により、と

ちぎ大学連携第１回「学生発表会」及び「ポスターセッション」を、とちぎ産業創

造プラザにおいて開催した。優秀者には、知事賞，金賞或いは銀賞の表彰を行った。

なお，学生発表は 14 件（本学から４件）、ポスターセッションは 14 件（本学から３
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件）であり、200 名を超える参加があった。 

 17 年 12 月に「とちぎ大学連携サテライトオフィス」の主催により、学生・企業

発表会を開催した（参加者約 200 人）。今後は，栃木産業振興センターと連携し、

とちぎ産業創造プラザ内でのシーズ発表会等の実施について検討することとした。 

 18 年 12 月に、「とちぎ大学連携サテライトオフィス」において産学官連携活動

の推進として、栃木県産業振興センター等と連携し「企業及び学生研究成果発表会」

を開催した。 

 19 年度には、「とちぎ大学連携サテライトオフィス」において産学官のメンバーか

らなる「商品化支援検討勉強会」を発足させ、勉強会を 7 回開催し、商品化支援機関

の運営や組織等に関する検討を行った。大学の研究シーズを紹介する「アフタヌーンセ

ミナー」を４回開催し（7 月、9 月、2 月、3 月）、少人数に限定したセミナーの特徴を

活かし双方向の情報交換を行った。12 月に開催した「学生＆企業研究発表会」では、

従来の賞に加え各機関からの冠賞も設ける等、表彰内容の充実を図った。 

     「とちぎ大学連携サテライトオフィス」と「大学コンソーシアムとちぎ」の統合案を

まとめ、「とちぎ大学連携サテライトオフィス」は、「ものづくり」を中心とした活動

をすることとし、従来、両組織で重複していた事業の整理を行った。  
 

計画２－６「光学技術を維持し、強化するため、光学技術者育成と光学研究を担う

教育研究拠点として、民間企業と連携して本学にオプティクス教育研究センターを

開設する。」に係る状況 

  我が国随一の光科学技術の拠点形成と人材育成を目指し、19年4月にオプティク

ス教育研究センターを開設した。 

      光科学技術に関連する幅広い分野において、独創的で世界的に高い評価あるいは社

会への影響が極めて強いことが期待されるような研究プロジェクトを「オプティクス

教育研究センター公募研究」として６件認定し、研究経費及びＲＡ経費をキヤノン(株)

からの寄附金により助成した。 

大学院の授業担当講師を、キヤノン（株）が派遣し、実務に即した内容の講義（光

学特論Ⅰ）を実施し、高度技術者及び研究者の育成を図った。 

 

    計画２－７「近隣の各種教育研究機関や企業等と連携した研究プロジェクトを推進

するため、地域の研究ネットワークを構築する。 

計画【１－２】に同じ。 

工学部は、地域の学校、自治会などと連携して「電子工作」、「化学実験」、「紙

ひこうきをつくろう」などの「子供向けものづくり講座」を開講している。 

 

      b)「小項目２」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．日経グローカルによる「全国大学の地域貢献度調査」で 18 年度が第

１位、19 年度が第６位であった。本学は創立以来、地域に密着した諸施策を最大

限に実施しており、その成果が現れている。 

２．近隣の各種教育研究機関や企業等と連携した研究プロジェクトを推進するため、地域

の研究ネットワークを構築した。 

３．地元農業高校生に対する農学の魅力と社会的役割等を啓蒙し、理解を深める取り組みと

して栃木県内農業高校生が参加する「アグリカレッジ」を定着させ、県内のみならず

全国的にもその実績に高い関心と評価が寄せられている。  
４．公開講座の充実を図るために、受講者に対してアンケート調査を実施し、受講

者のニーズに即した公開講座を実施している。高齢者や身体障害者などに配慮し

た環境整備を行った。 

 

   ○小項目３「教育研究活動の国際交流を積極的に推進する。」の分析  
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   a)関連する中期計画の分析  
    計画３―１「海外の諸大学との提携を拡充して学生・教職員の教育研究や研修等で

の国際交流を一層推進する。」に係る状況  
１．本学は 14 ヵ国 36 大学と交流協定を締結して活発に交流実績を重ねており、国際シン

ポジウムの開催、海外の大学への研究者の派遣、 海外からの研究者の受け入れ、 海外

研修や韓国の大学生と教員による本学部附属農場においての毎年の宿泊実習など、国際交流

の実績も充分である。 

２．本学への質の高い留学生を受け入れる一環として、海外で開催された日本留学

フェア、日韓理工系学部留学生プログラムに積極的に参加し、本学への留学希

望者及び留学生確保のため、PR 活動を行った。 

３．「外国人留学生用ガイドブック」を作成し、外国人留学生用の修学面、生活面

での充実に努めた。海外留学に当たっての解説書として、「宇都宮大学海外留

学ガイドブック」を刊行した。 

４．国内で開催される「外国人学生のための進学説明会」にも教職員が積極的に参

加し、本学の特色等の情報を提供し、本学への留学の PR を行った。 

５．海外で開催された日本留学フェアや、日韓理工系学部留学生プログラムに積極

的に参加し、本学への留学の PR 活動を行った。また国内で開催される「外国人

学生のための進学説明会」にも教職員が積極的に参加し、PR を行った。  
 

    計画３－２「留学生の受け入れ・派遣体制の一層の充実を図る。」に係る状況  
計画【３－１】１、３、４に同じ。  
 

      b)「小項目３」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。 
(判断理由) 本学は 14 ヵ国 36 大学と交流協定を締結して活発に交流実績を重ねており、 

国際シンポジウムの開催、海外の大学への研究者の派遣、 海外からの研究者の受け入れ、  

海外研修や韓国の大学生と教員による本学部附属農場においての毎年の宿泊実習など、国際交 

流の実績も充分である。 

本学への質の高い留学生を受け入れる一環として、海外で開催された日本留学フ  
ェア、日韓理工系学部留学生プログラムに積極的に参加し、本学への留学希望者及

び留学生確保のため、PR 活動を行った。 

海外留学に当たってのわかりやすい解説書として、「宇都宮大学海外留学ガイド  
ブック」を刊行した。 

国内で開催される「外国人学生のための進学説明会」にも教職員が積極的に参加 

し、本学の特色等の情報を提供し、本学への留学の PR を行った。 

「外国人留学生用ガイドブック」を作成し、外国人留学生用の修学面、生活面で 

の充実に努めた。 

海外で開催された日本留学フェアや、日韓理工系学部留学生プログラムに積極的 

に参加し、本学への留学の PR 活動を行った。また国内で開催される「外国人学生の

ための進学説明会」にも教職員が積極的に参加し、PR を行った。 

○小項目４「地域社会の国際化や国際交流に積極的に貢献する。」の分析  
   a)関連する中期計画の分析  
    計画４―１「国際交流センター（仮称）の設置に努めるとともに、それを中核とし

て、地域社会の国際化・国際交流を積極的に支援する。」に係る状況  
     16年度に、留学生センターと国際学部が協力し、日本語・日本文化研究留学生４

名を受入れ教育指導を行ったほか、モンゴル国立人文大学日本語研究学部長を招聘

し、同校生徒８名を受け入れ留学生センターの日本語に関する授業研修を行い、ま

た、「いっくら国際文化協会（代表：長門芳子）」との共催により日本語教育に関す

る講演会及びスピーチコンテスト等を行ったほか、アジア諸国の留学生や研修生を

積極的に受け入れている。 
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     19年に、アジアの大学から大学院生を招待して「国際シンポジウムｉｎ宇都宮大

学」(世界諸国の大学院生による動物生命科学の研究討論)を実施した。 

     16年度から実施しているホームステイ事業の受入先拡大に努めた結果、６世帯が増

加し、36世帯がホストファミリーに登録された。留学生センターが中心となり、19年

８月にホームステイ事業、12月にホストファミリー等との情報交換会、２月にマナーセ

ミナー、３月に地域交流団体等との交流会を実施した。 

 

    計画４－２「国際的な NGO (NoNGOvernmental Organization)、 NPO (NonprofIT 

Organization) 活動に関する教育研究を拡充するとともに、その機会や成果を広

く社会にも公開する。」に係る状況  
     栃木県JICA専門家連絡会との共催で「国際協力シンポジウム」を開催した。 

      栃木県、栃木県JICA専門家連絡会、栃木県青年海外協力隊OB会ほかの協力を得

て、「国際キャリア合宿セミナー」を、16年度から継続して実施している。 

  

資料：キャリア合宿セミナー 

     

国際学部では、19年度にNGO関連の専任教員を採用し、学部基礎科目として国際

NGOを中心とした「国際市民社会論」、選択科目「グローバル・ガバナンス論」を

開講し、NGO活動に関する教育研究を拡充した。博士前期課程には「NGO管理論」

を加えて拡充した。 

      

 

計画４－３「国際協力の在り方を検討し、支援体制を整備する。」に係る状況 

     従来の「大学間国際交流協定締結の在り方について」の見直しを行い、新たに部局

間交流協定を含む「国際交流協定の基本方針」を策定した。国際協力の在り方につ

いて、JICA派遣事業、国際協力プロジェクトへの参加等について審議した。さらに、

国際貢献も含め本学の特色となるような重点国際交流を推進するため学長裁量経費

の配分を行った。 

     併せて、教員の国際協力に関するデータ収集のためアンケート調査を実施し教員

の協力可能分野を整理し、JICA等からの技術協力に対する活用体制を整えた。 

     19年度には、国際協力銀行（JBIC）の中国円借款事業で、内蒙古農業大学から４

月～９月までの予定で研究者１名を受け入れた。 
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      b)「小項目４」の達成状況  
(達成状況の判断) 目標の達成状況が良好である。  
(判断理由) １．留学生センターと国際学部が中心となり、留学生の受け入れ、地域に

おける国際交流を積極的に行っている。 

２．「国際キャリア合宿セミナー」は 16 年度から継続して実施している。  
また栃木県 JICA 専門家連絡会との共催で、「国際協力シンポジウム」を開催する

などの事業を行ってきている。 

 

②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) １．日経グローカルにおける「全国大学の地域貢献度調査」で18年度

が第１位、19年度が第６位であった。本学は、この調査に現れているように、社

会との連携を重視し、地域に貢献するために地域に密着した施策を実施している。 

２．教育面での社会との交流の展開については、数多くの公開講座、出張講義およ

び社会連携プログラムを実施しており、地域との連携を一層推進している。 

３．国際学部においては、大学院に「国際交流研究専攻」を設置し、国際交流・協

力の教育研究をより一層充実させると共に、大学としても海外の諸大学との提携

を拡充して、学生・教職員の教育研究や研修等での国際交流に貢献している。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点)１．教育学部は、スクールサポートセンターの地域の学校現場との連携

を深める活動、教育実践総合センター地域連携部門の立ち上げ、教育学研究科へ

の社会人受け入れやSPP他科学教育に関する活動に積極的に取り組んでいる。（計

画20－２） 

２．工学部は、数多くの公開講座、 出張講義および社会連携プログラムを実施して

いる。（計画１－５） 

３．農学部は、「とちぎ食・環境・農のネットワーク」による地域の食と農の活性化

と豊かな栃木をめざす活動、附属農場、附属演習林を活用した生徒や社会人への

啓蒙活動、協定校との国際シンポジウム等を通じた定期的な研究や教育における

交流などに取り組んできた。（計画１－２、１－３、４－１） 

   ４．近隣自治体、NGO 等と連携した地域活動へ大学として参画した。 

(改善を要する点) 社会に対する広報活動をさらに積極的に進め，大学の活動をよ

り深く理解してもらい、社会との交流を推進する必要がある。同時に、公開講座等

については受講者の事情に配慮した環境整備を進めることが求められる（計画２－

１、２－３）。 

   (特色ある点) １．図書館では、学外利用者への開放を促進している。(計画１－３) 

２．工学部附属ものづくり創成工学センターを中心として、「触れてみて、作ってみ

て、壊してみる」ものづくりを若年層に経験させる公開講座を開講した。（計画20

－２） 

３．国際学部は、学生が組織する国際NGOの活動を積極的に支援した。(計画１－２) 

 




